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資料① 



基本方針

政策

施策

評価シート

1~4

総合評価 総合評価

評価シート

5~12

総合評価 総合評価

評価シート

13~15

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 1.83

実績 1.28 0.91 1.11 1.12

達成度 50% 61% 61%

目標

実績

達成度

施策
①　結婚・妊娠・出産支援の充実
②　地域ぐるみの子育て支援の推進
③　子育て環境の充実

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

１　子育てを応援し、暮らしを愉しむ

１　新しい家族と出会い、育むための支援の充実

■出逢いサポートセンター事業
　デジタルを活⽤した相談やお⾒合い体制の構築等、センターの運営体制の⾒
直しを⾏ったが、お⾒合い件数52件、カップル20件と低調となっており、今後は
新たな運営体制を本格稼働させ、登録者数を増加に尽⼒する。
■電子⺟子⼿帳の導⼊
　妊娠中の相談支援率が年々増加しており、デジタルを活⽤し電子⼿帳を導⼊
することで、⺟子保健に関連した情報周知やオンラインによる相談の構築など利
便性向上に取り組んだ。
■医学⽣向け奨学⾦制度を創設
診療科にかかわらず医師全体の確保に向けて奨学⽣の募集・選考⾏い、1名の
方に奨学⾦の貸付を実施した。

■出逢いサポートセンター事業
・今の時代にあった情報システムサービスをさらに活⽤する方法など、出逢
いをサポートする新たな試みをお願いする。
■電子⺟子⼿帳の導⼊
・将来子どもが⼤⼈になっても紙の時のように接種記録が読めるのか懸念
される。電子化によるメリットを活かすための双方向機能の検討されてお
り、利便性向上などの効果に期待する。
■医学⽣向け奨学⾦制度の創設
・産婦⼈科医のニーズは間違いなくあり、医師確保は課題である。奨学
⾦制度は加⻄病院の将来を⾒据えた取組みとして評価する。

C…目標をやや下回って達成 C…目標をやや下回って達成

➀
(ア〜ウ)

未来の加⻄の姿

家族や⼦どもを持ちたい希望に対し、切れ目ない⽀援で叶えられるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

■未来型児童館整備計画の凍結
　市⻑交代に伴う事業⾒直しにより、未来型児童館整備計画は中⽌する。
■保育受⼊体制の整備
　保育⼠の慢性的な⼈員不⾜から、保育教諭就労支援⼀時⾦、保育⼠等緊
急確保対策就労支援⼀時⾦等の支援を継続実施し保育⼠確保に取り組ん
だ。また、⼩規模保育所２園が新たに開園したことで待機児童が抑制され、利
⽤者サービスの向上に繋がった。
■アスもの運営
　子育て広場は、市外利⽤者に増加の傾向であり、全体⼊場者数は、昨年度
⽐114.2％となった。テレワークセンターは、交流イベント開催等、特⾊のある運
営で利⽤者増加を目指す。

■未来型児童館整備計画の凍結
・箱もの整備は維持管理費も考え慎重にすべきで、未来型児童館の中
⽌はやむを得ないが、元々予定していた機能については充実を望む。
■保育受⼊体制の整備
・公⽴と私⽴の特徴は良くわかるので、それぞれを活かした相互補完でき
る運営となるようお願いする。
■アスもの運営
・⾬の⽇など遊び場はよく利⽤されているが、テレワークセンターの利⽤の
方は少ないので工夫を望む。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

③
(ア〜ウ)

■子育て世帯への負担軽減
　昨年度に引き続き「子育て応援５つの無料化」を継続実施。泉学童保育園
の新園舎が７月に完成、定員が30名から70名へと増加し学童保育の受⼊れ
体制の充実を図った。
■養育費確保支援施策を導⼊
　ひとり親の養育費確保を支援するため、公正証書作成費⽤の助成を開始し、
８件支給した。
■子育て応援プロモーション
　　「子育て応援5つの無料化」を切り⼝としたWeb広告を展開し、加⻄市の認
知拡⼤・魅⼒発信ができた。⼩学校⼊学前の未就学児の⼈⼝も増加しており
若年層の社会増の兆候も⾒受けられる。

■子育て世帯への負担軽減
・学童保育の受⼊にかかる空き状況は地域差があり、⼩学校再編後は
統合先の学校で拡充が必要である。6年⽣までの受⼊れが可能であるよ
うなら、働いている親に積極的にPRをお願いする。
・子育てへの経済的支援は充実してきているが、下水道補助の実績から
は多子世帯の減少が伺える。安心して3⼈目が⽣めるような環境にして
いくには、まだまだ課題がある。
■子育て応援プロモーション
・若い⼈たちへのSNSによるPRは、近隣団体の動向も⾒ながら、さらに努
⼒を継続すべきである。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

②
(ア〜エ)

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

合計特殊出⽣率
⼈

単年

※15〜49歳までの⽇本⼈⼥性の年齢別出⽣率を合計したもの
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基本方針

政策

施策

評価シート

16~19

総合評価 総合評価

評価シート

20~22

総合評価 総合評価

評価シート

23~25

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 3

実績 1 3 1 0

達成度 100% 33% 0%

目標 ― ― ― ― 100

実績 0 49.29 49.9 48.9

達成度 49.3% 49.9% 48.9%

■地域との連携
・コロナで地域とのつながりが希薄になったところがあるので、修復をお願いす
る。
・学校評議員会は全国的に学校運営協議会となり地域の方の意⾒を
もっと反映していくことになるが、実現には学校のポリシーが⼤切になってくる
と考える。
・統合泉⼩学校の学校再編で成功事例を作り、賀茂・下⾥など他への拡
⼤を図っていくモデルにしていく方針であるが、次第に地域の気持ちも変わっ
ていく面があると思われる。

未来の加⻄の姿

⾃ら学び⾏動する能⼒を⾝につけ、⼦どもの可能性を広げられるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価）

④
(ア〜エ)

■教育の質の向上
　SDGs等に関する課題学習を取り⼊れた外国語教育において、令和5
年度は全学校で実施することができた。また、部活動指導員の増員によ
り全中学校で運⽤し、地域移⾏や現場ニーズの充⾜を図った。
■⼩・中学校の連携強化
　各中学校でコロナ禍前と同程度の交流会を開催することができ、また、
⼩・中教員が相互授業参観や意⾒交換を⾏い、指導理念の共通理解
が進んだ。
■ICT教育
　英語、算数・数学のデジタル教科書の導⼊を進め、さらに学習eポータ
ルであるまなびポケットを導⼊し、デジタル活⽤による学習支援及び授業
改善に取り組んだ。

■ICT教育
・⽣徒のPC利⽤率は低く、授業によって使わないケースもあるとのことだが、
教科書とセットになったデジタル教材に、書き込みができ情報共有できるこ
とが⼤切である。
・宿題についてもデジタルツールを活⽤するなど、ICT教育をもっと進めるよう
お願いする。
■北条⾼校活性化協議会
・アフタースクールゼミは⽣徒の意欲にも関係し、利⽤が進んでいないところ
があるが、国公⽴⼤学へは20名進学という面では成果があがっている。学
校では探求活動に⼒をいれており、協議会でも支援している。

施策
④　教育の質の向上
⑤　教育環境の充実
⑥　地域で子どもを守り、育てる仕組みの充実

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

１　子育てを応援し、暮らしを愉しむ

２　子どもの教育の充実

B…ほぼ目標を達成 A…目標を⼤きく上回って達成

児童・⽣徒⽤PC の使⽤率
%

単年

■教育環境の整備
　学校再編方針により、統合基となる学校については既存施設の統合に
向けた改修を計画し、統合される学校については統合までの年数を考慮
しながら修繕を⾏うこととし、令和5年度は、北条東⼩、宇仁⼩、加⻄特
別支援学校のエレベータ修繕等の学校環境改善に取り組んだ。
■⼩中学校の再編方針を発表
　保護者説明会を実施するとともに、保護者、中学⽣・⾼校⽣を対象に
したアンケートを実施し、タウンミーティングにおいて地域の意⾒を聞いたう
えで、12月に⼩中学校の再編方針を発表した。また、1月に地域別説
明会を開催した。

■教育環境の整備
・学校再編の方針について前年度から変更されており、KPIで設定してい
る「改修工事の完了棟数」において、令和6年度以降の目標値としている
棟数について⾒直しが必要ではないか。
・統合される学校であっても安全確保のため、支障のないように必要な改
修は計画的に実施をお願いする。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

審議会による外部評価（２次評価）

⑤
(ア〜イ)

⑥
(ア〜ウ)

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■子どもを守り育てる仕組みづくり
　令和5年度は、北条中と加⻄中に校内フリースクールを⽴ち上げ、不登
校⽣の支援の充実を図った。不登校児童数は増加傾向にあり、いじめや
不登校の早期発⾒・早期対応に努め、適切な支援を⾏うことが必要で
ある。
■地域との連携
　コロナ5類移⾏により、参加者を限定することなくオープンスクール・学校
評議員会（学校運営協議会）を開催し、土曜学習チャレンジにおいて
も６⼩学校区すべてで計画することができたことで、より地域との連携強
化を図り、特⾊ある学校づくりを推進することができた。

※ 1 年間に個⼈⽤PC を使⽤した延児童・⽣徒数÷（5/1 現在の児童・⽣徒数×登校⽇数）

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

全国学⼒・学習状況調査において全国平均点
を上回った教科数

教科
単年

※全国学⼒・学習状況調査による⼩学⽣（国語・算数）、中学⽣（国語・数学）の4 教科のうち、全国平均点を上回った教科数
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基本方針

政策

施策

評価シート

26~27

総合評価 総合評価

評価シート

28~32

総合評価 総合評価

評価シート

33~38

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 22

実績 21 17.4 17.6 19.2

達成度 79% 80% 87%

目標 ― ― ― ― 270

実績 188 141 171 168

達成度 52.2% 63.3% 62.2%

施策
⑦　⽣涯学習の充実
⑧　芸術・スポーツの振興
⑨　健康増進の推進

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

１　子育てを応援し、暮らしを愉しむ

３　⽣涯にわたって学び、楽しめる環境づくり

■芸術・スポーツの振興
　アスリートによるスポーツ教室、芸術文化に触れる機会としての文化祭・街角コン
サート等を開催した。また、加⻄南多目的広場グラウンド修繕、加⻄テニスコート
照明交換等の改修を⾏い、利⽤者の利便性向上を図るとともに、総合計画に位
置づけている総合体育館の整備について庁内で検討を⾏った。
■播磨風土記事業
　こども狂言塾は、新規⼊塾者が11名あり、また、市内外イベントに４回出演した
ほか、3月16⽇に最終公演開催では700⼈の参加となり、加⻄能は５月４⽇に
開催し１部・２部で延べ1,150⼈の参加となった。風土記講座は本講座3回開
催し、毎回100⼈を超える受講があった。なお、当事業は令和6年度より事業⾒
直しにより中⽌となる。

■芸術・スポーツの振興
・スポーツ少年団の団員数は増えてきており、プロの指導や⼤会開催などの
機会を増やしてほしい。総合体育館ができると市外の⼈とも交流できる⼤
きなイベントも可能になるので早期の実現を望む。
・文化・スポーツ活動の参加者数の減は、スポーツ施設の改修工事の影響
を受けたものである。
■播磨風土記事業
・こども狂言塾などの播磨風土記事業は終了したが、令和6年度からは公
⺠館活動の⼀環のなかで承継していくこととしている。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

未来の加⻄の姿

生涯、学びやスポーツを楽しみ、日常生活やまちづくりに活かせるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

⑦
(ア〜イ)

⑧
(ア〜エ)

■公⺠館活動の充実
　市⺠教養講座では、デジタルディバイドの解消を目的に、従来から開講
しているスマートフォン講座に加えパソコン教室を開催した。公⺠館が市
⺠の”居場所”そして”学びのプラットフォーム”となっていくための取組みとし
て公⺠館講座ドラフト会議と題し、講座の企画を市⺠から募集した。
■スマート図書館の普及
　コロナ5類移⾏で、イベントの参加定員数を増加させた。また、電子図
書館サービスの普及を目的に公⺠館等において電子図書館説明体験
会を開催し、電子図書館など新しい図書館サービスを活⽤して図書館の
活性化を図る。

■公⺠館活動の充実
・公⺠館講座ドラフト会議による新たなプログラムの開発に期待する。
・若い世代・子育て世代は公⺠館の使⽤についてわからない方が多いと思
われるので、新規利⽤層の開拓が必要である。
■スマート図書館の普及
・様々なイベント・講座開催など工夫されていて評価できるが、図書館に⾏
かなくても情報が⼊⼿できる時代となっているので、図書館の魅⼒の発信が
⼤事であると考える。
・他市町からの利⽤も増えているようだが、利⽤の拡⼤の努⼒をさらに望
む。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

⑨
(ア〜エ)

※体育施設・市⺠会館・公⺠館の年間利⽤者

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

加⻄市⽴図書館の来館者数
万⼈

単年

※公共図書館調査による年間来館者数

文化・スポーツ活動の参加者数
千⼈

単年

■運動ポイント事業
・運動ポイントは⾼齢者層には極めて好評だが、60歳以上でも働く⼈が増
えていくなか、新たな取組の工夫が必要である。
■特定検診・がん検診勧奨
・シニアクラブの協⼒も得てまちづくり健診受診率の向上に努めているが、今
後は普段の通院時の検査データを広く活⽤していくことが考えらえる。
■食育推進事業
・食べ物の好き嫌いがある子どもに対しては、学校給食を通じた食育により
改善させていくことは⼤切な取組みであり評価する。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

■運動ポイント事業
　運動ポイント事業参加者は年々増加傾向にあり、本年度は「QRスタンプラリー」
イベントを新たに実施するとともに、体組成計を新たに2台設置しすることで、事業
拡充による外出と運動機会の増加を図った。
■特定検診・がん検診勧奨
　本年度は、第３期国保特定健康診査等実施計画の最終年度であったが、目
標としていた受診率には届かない状況であり、引き続き受診率向上を目指した事
業を実施する必要がある。
■食育推進事業
　本年度は食育に関する講演会の開催がなかったことからセミナーの参加者数が
昨年度より減少したが、栄養教諭等を対象にした各種セミナーに積極的に参加す
ることで、食育推進に必要な知識と技術の習得に努めた。
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基本方針

政策

施策

評価シート

39~41

総合評価 総合評価

評価シート

42~44

総合評価 総合評価

評価シート

45~48

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 21.2

実績 20.3 19.4 19.2 19.2

達成度 108.5% 109.4% 109.4%

目標 ― ― ― ― 50

実績 44 43 33 40

達成度 86.0% 66.0% 80.0%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

１　子育てを応援し、暮らしを愉しむ

４　くらしを支える福祉・医療の充実

■⾼齢者支援の充実
　ICTを活⽤した認知症⾒守りサービスについては、令和５年度までに目
標としていた170箇所に設置を完了した。BLEタグの周知にも⼒を⼊れて
いる。今後はアプリの登録を広報等で周知普及を進める。また、令和5年
度より、補聴器購⼊補助を実施し、⾼齢者の⽣活の質向上を図った。
■⾼齢者の自分らしく過ごせるできるまちづくり
　シルバー⼈材センターは⾼齢者就業確保措置の影響もあり会員数は
年々減少傾向ではある。また、きずなカフェやいきいき体操を⾏うグループ
については、コロナ５類移⾏により増加し、目標値を上回る結果となっ
た。今後ともさらなる活動促進を目指す。

■⾼齢者支援の充実
・⾒守りサービスは、タグを持った⼈が170か所ある検出ポイント通過を記
録する仕組みで、まだまだ周知が課題といえる。補聴器購⼊助成はニーズ
が⾼く評判もよい。
■⾼齢者の自分らしく過ごせるできるまちづくり
・シルバー⼈材センターの会員数は増えていないが、会員は頑張っているの
で、これまでのイメージを払拭して、自分のスキルを活かせる場として⼀新し
てアピールしていく必要がある。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
⑩　⾼齢者福祉の推進
⑪　障がい福祉・地域福祉の充実
⑫　保健・医療体制の確保

未来の加⻄の姿

市⺠が生涯にわたって、健康で⾃分らしく暮らすことのできるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

⑩
(ア〜イ)

※受診患者のうち、他の医療機関から紹介されて来院した患者の割合

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

要介護認定率
％ 単年

減少指標

※認定者数（第1 号）÷第1 号被保険者数

⑪
(ア〜ウ)

⑫
(ア〜イ)

市⽴加⻄病院への紹介率

B…ほぼ目標を達成

％

B…ほぼ目標を達成

■要配慮者の地域⽣活移⾏や社会参加の促進
　社会参加促進事業については、コロナ５類移⾏により実施団体が増
加している。また、独⽴型短期⼊所施設整備事業については、調整に時
間を要したため令和6年度からの実施へ繰り越しとなった。
■子ども食堂の拡⼤
　子ども食堂の補助額を増額し、利⽤者を拡⼤し続けることができてい
る。また、代表者に対して他事業・支援の説明を⾏い、連携強化が図れ
た。

■要配慮者の地域⽣活移⾏や社会参加の促進
・独⽴型短期⼊所施設は、市内初めての障がい者向けショートステイ型の
施設であり、地元調整のために延びて令和6年度になるのはやむを得な
い。
■子ども食堂の拡⼤
・子ども食堂は7か所まで増えているが、貧困の格差が広がっているなか、さ
らに開催回数を増加していくことが課題といえる。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成
■新病院建設に向けて
　現地建替えの計画が移転建設に方針が変更されたため、改めて12月より「新
病院に係る基本構想・基本計画検討委員会」を⽴ち上げ、新病院の方針や医
療提供体制などについて議論を⾏った。
■医師会・⻭科医師会との連携
　市⺠の健康課題等を共有し、健診や予防接種について検討したことで、予定通
り保健事業を実施することができたほか、市⺠が安心して医療を受けられるよう、
休⽇・年末年始の診療体制を整えた。
■医療サービスが適切に受けられる地域医療体制の確保
　医療費助成が精神障がい者保健福祉⼿帳３級取得者まで拡⼤したことが定
着してきており、今後も経済負担の軽減や適切に医療を受けられる体制を確保す
るために継続して事業を実施していく。

■新病院建設に向けて
・新病院は令和12年度の開院に向け場所は決まり、130億円をかけ3F
建て耐震建物の13科想定で産婦⼈科・⼩児科は含まないものとのことだ
が、⽤地は学校統廃合跡地活⽤も検討すべきだったと感じる。
・救急病院が引き続き近くにあることは心強く、ありがたいことである。
・病院の利⽤者は市内からが70%程度だが、紹介率が低くなった⼀因と
して、コロナ患者の方は紹介なしで、直接病院に来られることが多いためで
ある。

単年
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基本方針

政策

施策

評価シート

49~50

総合評価 総合評価

評価シート

51~53

総合評価 総合評価

評価シート

54~56

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 1,400

実績 1,215 1,255 1,255 1,256

達成度 89.6% 89.6% 89.7%

目標 ― ― ― ― 91

実績 89 87 87 87

達成度 95.6% 95.6% 95.6%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

２　活⼒とにぎわいのあるまちを育む

５　農業の再⽣と活性化

■農産物の連携・加工品開発
　空がつなぐまち・ひとづくり推進協議会の各市町が有する農業資源と加
工のマッチングで商品開発を目指す「農産物を通じた連携事業」において
資源調査を⾏った。農業の後継者育成をテーマに加⻄農業塾を開催し
た。
■農業従事者の確保
　新たに認定した新規就農者は4名（ぶどう、野菜、肉⽤牛等）とな
り、国の経営開始資⾦制度及び経営発展支援、並びに、市の新規就
農支援等により、就農促進を図った。⼥性の農業参画については今後も
効果的な取り組みを検討する。

■農産物の連携・加工品開発
・国庫補助事業がメインとなっており、⽣産者のための事業になっているよう
に思えない。現場の農業者等の意⾒を聞きながら施策検討をしてもらいた
い。
・ぶどう等の加⻄ブランド商品の⾒せ方をについて、お土産として買いたくな
るような共通のロゴやラッピング等で⾒栄えを工夫してみてはどうか。ものがよ
くても、⾒せ方が悪ければ価値が下がるので、商品を売り出す時にひと工夫
をお願いする。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
⑬　農業従事者の確保と育成
⑭　農業経営の支援
⑮　農業環境の充実

未来の加⻄の姿

加⻄の特産品を生産する喜び、やりがいのある農業が展開されるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

⑬
(ア〜イ)

※作付面積÷農地面積

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

担い⼿への集積面積
ha

単年

※認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織が集積している農地の合計面積

⑭
(ア〜ウ)

⑮
(ア〜ウ)

農地の活⽤率

B…ほぼ目標を達成

%

B…ほぼ目標を達成

■ぶどう⽣産推進
　特産品⽣産振興や集落営農組織の資質向上のため、３組織に支援
を⾏った。また、特産の加⻄ぶどうの産地維持のため棚の新設改修や、
⼤粒系品種への改植推進のため苗⽊購⼊補助を⾏った。加⻄ゴールデ
ンベリーAの維持及び、ブラックビートやBKシードレスなどの後継ブランドの
育成が課題となっている。
■地産地消の推進
　市内産農産物を学校給食に提供し、年間195回のうち140回使⽤さ
れた。新たな農業者の確保や営農組合の野菜⽣産支援についても進め
ていく必要がある。

■農業経営の持続支援
・面積の⼩さい農地に機械があっても非効率であるため、農地を集約した
農業者の機械導⼊費には補助率を上げることを検討してみてはどうか。
■地元農産物のブランディング
・市外からも加⻄市の農産物を買いにきてもらえるよう、イチオシの農産物だ
けを集めた販売所の設置など、売り方のブランディングをしてもらいたい。
・地元農産物ブランドを育てるためには今ある資源で何か⼀つ幹となる農産
物をつくり、その知名度を⾼めてから他の物も派⽣させてブランド化させてみ
てはどうか。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■スマート農業の推進
　いちご⽣産者へ、ひょうご施設園芸産地競争⼒強化対策事業の助成
制度の利⽤を支援し、また、営農組合が、担い⼿育成施設整備支援
制度により水⽥の水管理システムを導⼊されたほか、農業経営スマート
化促進事業を活⽤してICT技術の導⼊が進んだ。
■有害鳥獣対策の推進
　市内全域に広がるイノシシやシカ、アライグマ等の駆除を⾏いつつ、被害
軽減に向けて⾦網柵や電気柵等を設置する事業を⾏ったほか、スクミリ
ンゴガイ対策として、薬剤の補助を実施した。

■地元農産物の販路拡充
・有機栽培による農産物は環境面でも配慮されており、安全性も⾼いこと
から広く周知いただき、それが加⻄市の特⾊となっていってほしい。また、サー
ビスエリアでも加⻄産の農産物が売れるようなPRをお願いする。

単年
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基本方針

政策

施策

評価シート

57~60

総合評価 総合評価

評価シート

61~65

総合評価

評価シート

66~68

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 3,900

実績 3,321 3,213 2,480 ―

達成度 82% 64%

目標

実績

達成度

政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

２　活⼒とにぎわいのあるまちを育む

６　商工業の振興と新展開

■地域通貨「ねっぴ〜Pay」による消費喚起とキャッシュレス決済普及
　地域通貨を活⽤したキャンペーンを実施することで、物価⾼による消費
者負担軽減を図り、地域経済の活性化を促進する。地域通貨加盟店
登録事業所数が増加しており、今後、継続して利⽤⾦額の増加を目
指す。その他、商工業のデジタル化、デジタル決済の普及を目指した取
組みや、省エネ・創エネなどの設備投資の加速を支援した。
■魅⼒ある商業施設の誘致
　産業振興課と都市計画課との連携により北条町東南へ宿泊施設
「HOTEL R9 The Yard 加⻄」の誘致に成功した。引き続き、商業施
設・宿泊施設誘致を積極的に実施する。

■地域通貨「ねっぴ〜Pay」による消費喚起とキャッシュレス決済普及
・電波が届きにくい地域があるため、デジタル化を進めるなら社会基盤から整
えるべきである。
・チャージできる店が限られていたり、現⾦チャージのみだったりすると、若い世
代は使わない。店側もチャージした現⾦を商工会議所に持っていく⼿間がか
かるため、そういった負担を補うことでチャージできる店の増加を図ってはどう
か。他の決済アプリに⽐べて店側の⼿数料が低いのはメリットである。
■魅⼒ある商業施設の誘致
・ホテル誘致については、企業から市に打診があった際の対応が良かったので
誘致に成功したと考えられる。ビジネスでの宿泊が多いことから、ホテル周辺に
飲食店の誘致を進めてもらいたい。

B…ほぼ目標を達成 A…目標を⼤きく上回って達成

施策
⑯　商工業の振興
⑰　創業支援と働く場の拡⼤
⑱　雇⽤・勤労者福祉の充実

未来の加⻄の姿

商工業の振興により地域経済を活性化し、働きたいと思われるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

⑯
(ア〜ウ)

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

製造品出荷額
億円

単年

※工業統計調査（2020年調査で終了し、2020年以降「経済構造実態調査」）・経済センサス活動調査

⑰
(ア〜エ)

⑱
(ア〜ウ)

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■創業支援と働く場の拡⼤
　かさい創業塾やビジネスグランプリなど起業施策を通じて機運が⾼ま
り、補助制度への関心が⾼まっており、起業者が使いやすい制度として
いく。また、ビジネスプランコンテストは、参加者同⼠でコミュニティ形成さ
れ交流が進んでいる。
■加⻄インター産業団地の整備
　1期事業については、1-2工区進出企業のリスパック㈱新工場の建築
工事が完了した。2期事業について、官⺠連携事業として事業協⼒者
を1社選定し、官⺠連携協定を締結した。

■創業支援と働く場の拡⼤
・ビジネスプランコンテストについて令和5年度の申込が28件となっており、事
業開始以来、継続して実施できており、創業者数は前年度より減ったものの
目標値を上回っており評価する。
・創業に向けた取り組みや、雇⽤創出の目標に対して、産業団地の整備が
貢献しているウエイトが⼤きく、「規制緩和による事業所建築可能⽤地の拡
⼤面積」の進捗が目標値より進んでいる状況にあることも評価に値する。

B…ほぼ目標を達成 A…目標を⼤きく上回って達成

■兵庫労働局との連携
　兵庫労働局との雇⽤対策協定のもと、求職者の就職支援に取り組ん
でいる。市内外事業所16社の協⼒のもと北条⾼校で「地元企業の魅
⼒を学ぶ会」を実施した。また、昨年度から再開した⼩学⽣向けの産業
観光ツアーを継続実施した。
■ICTの活⽤
　JOBフェアを2回のほか、オンライン企業説明会を開催し、企業の採⽤
活動を支援したほか、毎月の就職支援セミナーで、求職者の活動を支
援した。

■兵庫労働局との連携
・北条⾼校からの就職率が低い状況であるが、これまで実施している⾼校⽣
向けに企業説明だけではなく、都市部の⼤学や、北条⾼校卒の⼤学⽣に対
し説明会を実施してはどうか。
・加⻄市には優良企業が多いがそれを知らない⼈が多いので、積極的に情
報発信していただきたい。

担当部会２担当部会２

6



基本方針

政策

施策

評価シート

69~72

総合評価 総合評価

評価シート

73~76

総合評価 総合評価

評価シート

77~80

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 1,100

実績 914 954 1,205 1,162

達成度 87% 110% 106%

目標 ― ― ― ― 80

実績 78 80 83 83

達成度 100.0% 103.8% 103.8%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

２　活⼒とにぎわいのあるまちを育む

７　地域資源の活⽤と⼈の流れの創出

■歴史文化遺産を活かす取組
　団体への補助を⾏い、９団体が地域文化財の修理等の実施を通じて
公開や周知活動に取り組んだほか、地域に伝わる⺠謡の演奏会や天然
記念物の講演会開催を通じて伝統芸能の伝承等にも取り組んだ。
■地域資源を活⽤した観光振興
　鶉野フィールドミュージアム歴史遺跡のデジタル保存・コンテンツ化、2D
メタバース構築、鶉野フィールドミュージアムへの看板設置工事等を⾏った
ほか、来場者の安全性の確保のために、鶉野⾶⾏場跡地に現存する戦
争遺跡について、構造物の健全性評価を実施した。

■地域資源を活⽤した観光振興
・soraかさいの物販が好調であることから、紫電改の絵柄を載せるなどし
たお土産袋やエコバッグのようなものを販売して、お土産に特⾊を持たせて
はどうか。
・市街地の飲食店は、水曜⽇が定休⽇のお店が多く、ホテルなどの宿泊
客が、飲食やお土産を買えるお店があれば賑わい創出ができると考える。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

施策
⑲　歴史・文化の再発⾒と交流拡⼤
⑳　移住・定住の支援
㉑　空き家・空き店舗の利活⽤

未来の加⻄の姿

地域資源を⼗分に活かし、加⻄市に訪れたいと感じる魅⼒あるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

⑲
(ア〜ウ)

※ 3 月31 ⽇現在の26-28 歳の⼈数÷ 10 年前の16-18 歳の⼈数

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

観光⼊込客数
千⼈

単年

※加⻄SA 利⽤者数は除く年間客数

⑳
(ア〜ウ)

㉑
(ア〜ウ)

若者の残存定住率

B…ほぼ目標を達成

％

B…ほぼ目標を達成

■移住・定住の支援
　UJIターン促進補助⾦、若者定住促進住宅補助事業、新婚世帯向
け家賃補助事業等を実施した。新婚世帯向け家賃補助事業は、令和
5年度より所得基準を撤廃し、全ての新婚世帯を対象としたことにより、
申請数が前年度⽐1.8倍となり、⼤きく目標を上回った。加⻄市への移
住・定住の⼊⼝となる制度として、政策課、ふるさと振興課が連携しPR
を⾏った。
■移住相談施策の強化
　移住相談業務の委託業者と連携し、移住相談やワークショップ等を開
催し、移住者や関係⼈⼝の増加につなぐことができた。また、市内の空き
家を活⽤し、お試し居住・地域交流カフェなど複合的な機能を有した施
設を2施設設置した。

■UJIターン促進補助⾦
・移住・定住者支援を目的とするのであれば対象者の所得上限を撤廃するべき
である。
・奨学⾦を借りられない⼈もおり、加⻄に帰ってくる全若者への補助する施策を
提案する。
■若者の住居確保サポート
・昼間⼈⼝の多い加⻄市としては、市外からの通勤者を加⻄市に移住していた
だくことが重要であり、新婚世帯家賃補助⾦の補助額を拡充させてはどうか。
■移住定住相談
・相談、移住、定住のそれぞれの数値の把握と定住に結びつかなかった際の理
由を調査・分析して、対策を検討するようお願いする。
■若者チャレンジ事業
・2年続けて助成実績が1件のみであり、事業廃⽌も含めて⾒直すべきである。

C…目標をやや下回って達成 C…目標をやや下回って達成

■空き家対策強化
　空き家バンク制度の情報発信を積極的に実施し、その結果、新規登
録数は目標を⼤幅に超えた状態を維持している。また、市内全域の空き
家の件数及び分布状況等を把握することを目的として調査を実施した。
■空き家の利活⽤支援
　空き家バンクの成約数は令和4年度に⽐べ減少したものの、家財道具
等処分支お援補助事業は増加しており、空き家の利活⽤及び移住促
進につなげることができた。

■空き家対策と利活⽤
・市街化調整区域にある空き家でも⽐較的新しい建物であれば、そのま
ま居住できるが、現在の制度では、昭和46年以降に建設された物件
に、地縁者以外の居住ができないため、都市計画の⾒直し（線引き廃
⽌）により、空き家の利活⽤や移住促進に期待する。
■お試し滞在補助制度
・移住相談件数が増えてきているが、相談件数に⽐べてお試し滞在の件
数が少ない。もっと気軽に利⽤できるようPRをお願いする。

単年

担当部会２担当部会２
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基本方針

政策

施策

評価シート

81~84

総合評価 総合評価

評価シート

85~87

総合評価 総合評価

評価シート

88~89

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 75

実績 57 55 56 72

達成度 73.3% 74.7% 96.0%

目標 ― ― ― ― 1,300

実績 1,466 1,262 1,272 1,214

達成度 102.9% 102.2% 106.6%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

３　快適に暮らせる安全な社会をつくる

８　安全・安心に暮らせる環境の充実

■防災対策の充実
　防災情報を中心に、市の情報、地域の情報を伝達する情報伝達シス
テム「かさいライフナビ」等を整備し、防災ネットとも連携するシステムを構
築した。今後、情報伝達システムの導⼊促進に取り組む。また、自主防
災訓練補助の件数が23件と前年度と⽐較して⼤幅に増加した。
■新型コロナウイルス感染症対策
　5月8⽇にコロナ5類移⾏となったが、9月28⽇まで東４病棟に病床を
確保して加東健康福祉事務所と連携して患者を受け⼊れた。また、コロ
ナワクチン接種体制については、集団接種は実施せず個別接種により実
施し、5類移⾏の予防接種体制が概ね整った。

■防災対策の充実
・防災無線の整備、かさいライフナビの準備も含めて体制をつくり、防災シ
ステムを⽴ち上げた点は⼀定評価できる。
・施策目標に掲げる防災リーダーの育成に関する事業がない。昨今の自
然災害等の状況からも重要な施策であることから、しっかり予算を確保し
て事業を実施してもらいたい。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
㉒　防災・感染症対策の充実
㉓　防犯・交通安全の向上
㉔　市⺠相談・消費者保護の充実

未来の加⻄の姿

地域と連携・協働した⽀援体制の構築と強化で、安全・安心に暮らせるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

㉒
(ア〜ウ)

※ 1/1 〜 12/31 の交通事故件数

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

防災訓練・研修回数
回

単年

※自主防災組織（自治会）の延べ年間実施回数

㉓
(ア〜イ)

㉔
(ア〜イ)

交通事故発⽣件数

B…ほぼ目標を達成

件

B…ほぼ目標を達成

■防犯対策の推進
　防犯灯については、令和5年度に421灯を設置するとともに、電柱のない市道
繁昌谷郷線に新たに14基設置工事を実施した。防犯カメラ設置については、地
元自治会からの要望で12基分の補助を実施するとともに、市内交差点に設置
する防犯カメラについては2基設置した。防犯灯、防犯カメラのいずれも経年劣化
が危惧されるため保守管理が課題となる。なお、環境課で、不法投棄対策とし
て、移動式防犯カメラを購⼊し区⻑の要望に応じてゴミステーション等に設置を
⾏った。
■交通安全の推進
　加⻄市内の中学⽣891名を対象とした、自転⾞保険加⼊事業を実施すると
ともに、市内企業、⾼齢者団体、こども園、⼩中学校において交通安全教室を
実施した。通学路危険箇所の点検及び、交通安全啓発看板の設置を⾏った。

■交通安全の推進
・⾼校⽣や外国⼈に対しても⼒を⼊れて取組を実施してもらいたい。特に
自転⾞のマナーが悪い。2026年には自転⾞の交通違反に対する反則
⾦制度も始まる。市の取組として早めに、啓発活動を実施してもらいた
い。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■市⺠相談の充実
　市⺠相談では、市⺠からの多種多様な相談を受けている。月1回の弁
護⼠相談も実施しているが、毎回予約枠が埋まっており、予約枠の追加
等の検討が必要である。
■消費者相談の充実
　　消費者相談では、公⺠館と連携することで消費⽣活センターの周知
に努めた。相談件数は、年々減少しており、近隣市町でも同じような傾
向が出ており、インターネットの普及などによる自⼰解決⼒の向上も考え
られる。今後、啓発方法や消費者講座の内容に関する検討を続け、消
費者へ働きかけに努める。

■消費者相談の充実
・消費⽣活相談の件数が少ないが、特殊詐欺など⼿⼝が複雑化してき
ているので、きめ細やかな相談体制の構築を望む。
・近年はスマートフォンに起因する被害が増えてきている。特に⾼齢者にお
いては、スマホ教室の開催に合わせて啓発活動を実施するなど、市⺠が
きちんと理解できる指導を期待する。

単年
減少指標

担当部会３
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基本方針

政策

施策

評価シート

90~96

総合評価 総合評価

評価シート

97~100

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 90

実績 115 95 106 83

達成度 106% 118% 92%

目標 ― ― ― ― 766

実績 793 811 828 840

達成度 94.1% 91.9% 90.3%

施策
㉕　住環境の整備
㉖　地球に優しい環境都市の創造

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

３　快適に暮らせる安全な社会をつくる

９　快適な都市空間の創出

■住環境整備
　⻄⾼室土地区画整理事業はR2年度の事業完了後も、順調に宅地
化が進んでいるほか、中野・下宮⽊地区では、区画道路7号線の工事
が完了し、また、上宮⽊町で計画されている次世代型スマートエコタウン
整備事業に合わせて実施する、市道上宮⽊鶉野線の拡幅工事の測量
設計に着⼿した。
■歴史的街並みの景観保護
　景観形成地区内における建築⾏為について、景観ガイドラインで定めら
れた景観形成基準への適応に向けた指導、相談を⾏った。また、前年度
に舗装修繕を⾏った箇所について、１年程度通常使⽤してから⽯畳風
舗装を⾏わなければならなかったため、令和５年度は事業を休⽌したこと
より、事業進捗が遅れた。

■住環境整備
・計画的に開発された住宅地に新しく⼈が⼊ってくるという点では、実⾏し
た施策の効果があったと言えるが、郊外の集落に留まる⼈が減るというの
は寂しいことである。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

㉕
(ア〜オ)

未来の加⻄の姿

良好な住環境や景観等が整い、加⻄らしいまち並みが形成されたまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

■脱炭素のまちかさいの実現
　脱炭素を推進するため、蓄電池及び電気自動⾞等に対する補助を実施する
とともに、⺠⽣部門の電⼒消費に伴うCO2排出の実質ゼロを目指し、先⾏地域
内の既存住宅に対する脱炭素化補助を実施した。また、地球温暖化対策等計
画策定事業では、国の計画における目標値との整合を図った。
■環境都市の創造
　各学校の環境学習の内容が学校の特⾊として定着し、さらによりよい学習にな
るよう取り組んだ。また、市内の全⼩学校の児童が網引湿原を訪れ、希少水⽣
動植物の⽣態にふれ、さらに、⼩・中学校ともに学校内や地域でのゴミ拾いや掃
除等を通して、環境を守り育てる活動に参画した。今後も児童⽣徒が探究心を
もって自分たちで課題を解決していく環境体験学習を推進する。

ｇ 単年
減少指標

※ ( ごみの処理量+ 集団回収量) ÷ 9 月末⼈⼝÷年間⽇数

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

住宅の新築件数
件

単年

※市内の⼀⼾建て住宅の単年度の新築件数

市⺠⼀⼈あたり1 ⽇のごみ排出量

■自然環境づくりの推進
・自然環境づくりを推進する上で、SDGsの環境面からのアセスメントは課
題や方向性を明確にし、将来の地球の健全性を守るために重要である。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

㉖
(ア〜ウ)

担当部会３

9



基本方針

政策

施策

評価シート

101~103

総合評価 総合評価

評価シート

104~105

総合評価 総合評価

評価シート

106~108

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 34.8

実績 34.1 34.6 34.6 35.1

達成度 99.4% 99.4% 100.9%

目標 ― ― ― ― 420.0

実績 365.5 365.4 408.5 418.9

達成度 87.0% 97.3% 99.7%

政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

３　快適に暮らせる安全な社会をつくる

10　安全性と利便性が確保された都市基盤の整備

■道路・河川の整備・維持管理
　市道の新設改良、通学路整備、草刈り補助を実施した。地元からの
修繕要望に対応するため、年度途中に増額補正により予算措置したこ
とにより、前年度費で⼤幅に事業費が増加している。今後、優先順位を
明確にし計画的に市道の⽼朽化改善に取り組むとともに、⼈員の確保
を図っていく。
■公園内の安全管理
　丸⼭公園内のローラー滑り台のローラー交換、ローラー滑り台の⽊製
階段の改修など、遊具の安全性向上を図った。また、公園内の樹⽊の
伐採、景観や安全のための整備を⾏い、公園施設の安全管理に努め
た。

■道路・河川の整備・維持管理
・KPIの達成度は低いが、⼈員の問題がある中、道路修繕など予算を計画
的に実⾏している。
■公園内の安全管理
・朝妻公園や常吉ふれあい公園など、都市公園でも樹⽊が伸びているなど
剪定が不⼗分なところが散⾒される。⾼齢化により地域での作業も難しい
ため、⼀般公園も含め適切に予算を執⾏し整備していただきたい。
・公園遊具が古くなっているところがあり、危険に感じる。

A…目標を⼤きく上回って達成 B…ほぼ目標を達成

施策
㉗　道路・河川の整備・維持管理
㉘　上下水道の整備・維持管理
㉙　公共交通の充実

未来の加⻄の姿

暮らしの中で快適さを感じることができる生活環境が整ったまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

㉗
(ア〜ウ)

※北条鉄道、ねっぴ〜バス、コミュニティバス（はっぴーバス）、地域主体型交通の年間利⽤者合計数 ※神姫バス、⾼速バス、タクシーは除く

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

道路改良率
%

単年

※規格改良済延⻑÷実道路延⻑

㉘
(ア〜イ)

㉙
(ア〜ウ)

鉄道・コミュニティバス等の利⽤者数

A…目標を⼤きく上回って達成

千⼈

A…目標を⼤きく上回って達成

■上水道経営の効率化
　市川町からの受水が令和７年度末で終了し、より安価な県水に全面
的に切り替わりるため、令和８年度以降は低減される⾒込みである。
■上下水道の整備・維持管理
　水道管路の耐震管への更新事業については、寺⼭配水池幹線(第1
工区)における配水管布設工事を実施した。下水統廃合事業について
は、在⽥地区南部処理施設の廃⽌工事及び剣坂地区公共下水道
接続工事を実施した。

■上水道経営の効率化
・1,100⼾の未水洗家屋の水洗化をもっと促進してもらいたいが、個⼈の
事情も⼗分に考慮した上で、順次計画に合せて事業を実施している点は
評価できる。

C…目標をやや下回って達成 B…ほぼ目標を達成

■公共交通の利便性向上
　商業施設や病院などの主要な施設にデジタルサイネージを設置するとともに、
「かさいおでかけナビ」のデジタル化及び経路検索機能の追加に向けた公共交
通総合HPの開発を開始した。
■北条鉄道の利⽤促進
　通勤定期券の利⽤者増加を目指し、地域通貨「ねっぴ〜Pay」を⽤いた通勤
定期券購⼊特典キャンペーンを展開し、新規定期購⼊者の増加を促進した。
■地域主体型交通の拡⼤
　地域主体型交通について、宇仁、⽇吉地区に加え、令和５年7月から富⽥
地区の運⾏を開始した。また、地域主体型交通導⼊に係る⼿引きの時点更新
を⾏ったほか、「運営の⼿引き」を新たに作成した。

■北条鉄道の利⽤促進
・少子⾼齢化に伴う⼈⼝減少社会で、今後は北条鉄道の定期利⽤者は減少する
ものと考えられる。昨今の利⽤者数の増加は観光利⽤による要因が⼤きいことか
ら、観光交通としての施策も必要ではないか。
■公共交通全般
・公共交通の問題は加⻄市にとって最⼤の課題であると思料される。令和4年度に
策定した「地域公共交通計画」を広く市⺠に周知し、将来ビジョンを共有するととも
に、市⺠に当事者意識をもってもらうべきである。
・⾼齢者の移動の問題などあるが、加⻄市が何を目指して施策を実施しているのか
がわかりにくい。
・バス停での経費の⾒える化など、公共交通にどれだけの費⽤が必要か市⺠に知っ
てもらい、意識してもらうことも重要である。
・施策の実⾏度としては目標に向かって適切に実施できている。

単年

担当部会３担当部会３
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基本方針

政策

施策

評価シート

109~111

総合評価 総合評価

評価シート

112~114

総合評価 総合評価

評価シート

115~117

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 7

実績 4 5 5 5

達成度 71% 71% 71%

目標

実績

達成度

政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

４　ともに活躍しまちの魅⼒を⾼める

11　協創のまちづくりの推進

■協創のまちづくり
　「加⻄市地域づくり戦略会議」において、ふるさと創造会議の現状と課
題の検証や、新規⼈材の発掘・参画（特に⼥性）、今後に向けた市
の推進方策等について計２回の会議を⾏った。集落支援員について
は、当初の目標から進捗が遅れ、昨年度に引き続き２地区設置を維
持した。
■関係⼈⼝の創出
　中間支援組織である「⼀般社団法⼈ユニテ」に委託して、ワンストップ
移住相談窓⼝による移住相談を実施しているほか、都市部住⺠や、市
内で活躍する住⺠との交流を目的にしたワークショップも開催し、移住⼈
⼝や関係⼈⼝の増加を図った。

■NPO法⼈・地域活動家の育成
・加⻄市には地域活動家が多いと聞くが地域交流センターを活⽤していない⼈もいる。
市内の活動家をさらに増やしたいのであれば、支援の方法を変えていくか、交流センター
を使うことのメリットを⾒直す必要があるのではないか。
■関係⼈⼝の創出
・中間支援組織による相談件数の実績はわかるが、実際に移住に繋がった件数が⾒え
ない。事業費に対する成果を示してもらいたい。
・ワークショップや交流会が質的に充実してきているのであれば引き続き取組を進めてもら
いたい。
・⼈⼝を増やす、定住者を増やすなどの魅⼒あるまちづくりを進める中で、事業を外部に
アウトソーシングすることに対して市の怠慢を感じる。任せっきりにするのではなく、市が管
理監督をし、さらに発展させることを考えるべきである。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
㉚　協創のまちづくり
㉛　シティプロモーションの推進
㉜　広報・広聴の充実

未来の加⻄の姿

加⻄に関わる誰もが主役となって活躍し、元気なにぎわいあるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

㉚
(ア〜ウ)

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

まちづくり計画の策定数
計画

累計

※ふるさと創造会議（10 地区）におけるまちづくり計画の策定数

㉛
(ア〜ウ)

㉜
(ア〜ウ)

A…目標を⼤きく上回って達成 B…ほぼ目標を達成

■シティプロモーションの推進
　令和5年度は、気球⾞や市内運送会社への市PRラッピングに対し補助を⾏っ
た。市⺠が⾏政と⼀緒にシティプロモーションを実施することで、より⼤きな効果が
期待できるため、今後も積極的に活⽤を⾏っていく。
■ふるさと納税推進
　地場産品基準の厳格化など制度改正により苦戦を強いられたが、返礼品ライ
ンナップの増、ポータルサイトの画像改修、ライブコマース等を実施し、寄付⾦額
を概ね維持（約60億円）することができた。
■観光資源の発掘
　「かさい観光ナビ」でイベント情報やふーど記、喝采みやげの情報発信を⾏った
ほか、加⻄市観光協会公式LINEを使⽤してイベント募集を実施した。また、ま
ちあそびの充実により参加者が増加した。

■シティプロモーションの推進
・シティプロモーションは重要な施策であるため、⼈や⾦といった資源をもっと投資
すべきである。
・出張相談会は、東京・⼤阪以外で神⼾でも毎月開催されている。加⻄市に
移住を考えている⼈は阪神間の⼈が多いと感じているので神⼾にもっと⼒を⼊
れるべきではないか。
■ふるさと納税推進
・移住の出張相談こそアウトソーシングでプロに任せるべきであり、ふるさと納税
事務の外部委託は意味がないことである。
■まちの魅⼒発掘
・SNSのフォロワー数は周りも相対的に増えている状況の中で、加⻄市が他と
⽐べてどの程度伸びているのかの分析が必要ではないか。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■広報・HP・SNSによる情報発信
　市内の⾏事や季節に合わせた写真を表紙に掲載し、地域に密着した
伝統⾏事の魅⼒を伝える企画を新設するなど、広報紙のリニューアルを
実施した。令和5年度県広報コンクールの広報誌部門で企画賞を獲得
した。HPやSNS発信については、情報発信⼒の強化とともに、ホーム
ページの品質向上に努める。
■タウンミーティングの実施
　市内10箇所で年2回にわたり開催したタウンミーティングにおいて、地
域の要望や課題を集約した。また、学校編成におけるアンケート調査の
結果報告を⾏った。

■広報・広聴の充実
・「市⻑への⼿紙」は個別の回答だけでは市⺠はどういった意⾒が出され、それ
に対して市⻑がどう返答したのかわからない。プライバシーに配慮しながらもある
程度は公開しなければ他の⼈への普及活動にはならない。
■タウンミーティングの実施
・タウンミーティングは回数を増やしてやっているというが、目的は地域との対話に
よる意⾒交換の場であるので、現在の市の施策を単にお知らせするような形は
本来の目的と異なり、機能しているとは言えない。

担当部会３担当部会３
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基本方針

政策

施策

評価シート
118~121

総合評価 総合評価

評価シート
122~123

総合評価 総合評価

評価シート
124~126

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 来年度は R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 3,500

実績 3,398 2,074 2,272 2,298

達成度 59.3% 64.9% 65.7%

目標 ― ― ― ― 20.0

実績 15.2 13.3 11.8 10.7

達成度 66.5% 59.0% 53.5%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

４　ともに活躍しまちの魅⼒を⾼める

12　お互いを認め、尊重し合える社会の実現

■⼈権文化の推進
　⼈権文化をすすめる市⺠のつどいでは95％の参加者が「⼈権問題への
関心や理解が深まった」と回答しており、⼈権意識の醸成を図れた。
■子ども支援・家庭支援
　DVセンター、子ども家庭総合支援拠点において⼈員確保を⾏ったが、
⽗子自⽴支援員が⽋員中のため１名が兼務している。専門職が相談
支援を⾏っているが、安定的な確保、育成が課題である。
■障がい者支援
　基幹相談支援センターに相談業務を委託している。相談件数は減少
傾向にあるが、困難ケースの相談が多く、⾏政及び関係各所と連携して
支援していく必要がある。

■⼈権文化の推進
・⼈権研修の参加者数は目標を下回っているものの、参加者の理解度に
ついては⾼いものであったと考えられる。
■障がい者支援
・障がい者の支援のための相談件数は減少しているが、相談体制を改善し
たことによるもの。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
㉝　自分らしく暮らせる地域づくりの推進
㉞　男⼥共同参画の推進
㉟　多文化共⽣と平和のまちの実現

未来の加⻄の姿

多様な価値観やお互いを認め合い、すべての市⺠が協⼒できるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

㉝
(ア〜ウ)

※加⻄市役所、市⽴こども園、市⽴加⻄病院、市⽴⼩・中・特別支援学校、市内企業の⼥性管理職の割合

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

⼈権研修の参加者数
⼈

単年

※加⻄市が実施する⼈権研修会の参加者数

㉞
(ア〜イ)

㉟
(ア〜ウ)

⼥性管理職の登⽤率

B…ほぼ目標を達成

%

B…ほぼ目標を達成

■男⼥共同参画の推進
　３年目の⼥性リーダー養成「ウィメンズネット加⻄塾」開催したほか、
「加⻄未来フォーラム」では、市内で起業の⼥性たちによるパネルトークを
開催した。また、令和5年度より、自治会役員⼥性登⽤助成⾦制度を
創設し、⼥性役員登⽤を推進した。
■雇⽤の促進
　兵庫労働局との雇⽤対策協定のもと、求職者の就職支援に取組むほ
か、⼥性向けの就労セミナーを開催し、就労促進に取り組んだ。

■男⼥共同参画の推進
・⼥性リーダー育成事業は、自治会役員の登⽤などの面ではよく進んだと感
じている。
■雇⽤の促進
・セミナー参加者の減少は、企業の就職状況が好転したこともあり、⼥性セ
ミナーの参加者が10⼈に対し3⼈だったことによるが、さらに周知が求められ
る。
・加⻄市の特徴として製造業が多いため、⼥性にとって事務職の求⼈は極
めて少ないので、⼤きな課題である。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

■多文化共⽣の推進
　ねひめカレッジと連携して、⽇本語教室、支援者育成、外国⼈児童の
学習サポート、外国⼈のためのタウンミーティングの実施などの多文化共
⽣事業や国際交流イベントなどを⾏い、住⺠交流事業参加者数が585
⼈にのぼった。また北条⾼校でやさしい⽇本語教室を実施した。
■平和ツーリズムの展開
　加⻄市地域活性化拠点施設「soraかさい」では、自主事業としてマル
シェ、講演会、ナイトミュージアム等のイベントが実施されたほか、soraかさ
いと法華⼝駅間でのピースツーリズムを実施した。その他、体験談の記
録、LINE観光パスポートの運⽤業務を⾏った。

■多文化共⽣の推進
・外国⼈の住⺠登録は1,628⼈となっているが、うち5年在住の可能性が
ある技能実習⽣は798⼈となっている。
・市役所窓⼝や店舗の現場では、周りの言葉が通じる⼈の協⼒のほか、ス
マホ翻訳に頼ることが多く、⼩学校でも対応に追われており、⽇本語の習得
に⼒をいれることが望まれる。
■平和ツーリズムの展開
・来年度は、戦後80年の節目を迎えるので、平和のまち実現に向けて積
極的な対応をお願いしたい。

単年

担当部会１
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基本方針

政策

施策

評価シート
127~131

総合評価 総合評価

評価シート
132~134

総合評価 総合評価

評価シート
135~137

総合評価 総合評価

区分 基準値(R元) R3 R4 R5 R6 R7 単位 区分

目標 ― ― ― ― 92.4

実績 93.8 90.4 94.9 96.8

達成度 102% 97% 95%

目標 ― ― ― ― 426

実績 411 394 372 356

達成度 107.5% 112.7% 116.4%

第６次加⻄市総合計画
政策評価シート 第６次加⻄市総合計画（実施計画）政策評価シート

基本方針・政策・施策

４　ともに活躍しまちの魅⼒を⾼める

13　効率的で持続可能な⾏財政の推進

■⾏政サービスの質の向上
　広域への研修参加⼈数は、目標値を上回ったものの昨年度より減少した。今
後、対面式の研修に加え、自席でいつでも受講することが可能なオンライン研修の
参加促進に取り組み、研修の参加者の増加を図る。
■⾏財政運営の効率化
　住⺠要望に応えるため道路修繕費を増額し、⼤型建設事業に備えた基⾦積
⽴等の歳出があったが、安定した市税・地方交付税と、ふるさと納税の受⼊れが
約60億円で維持できたこと等により、基⾦残⾼を確保することができた。
■徴収体制強化
　コロナ禍で中⽌していた臨⼾訪問を現年分の滞納者を中心に再開するとともに、
悪質な滞納者への差押も昨年を上回る数を実施し、税の公平を保つための徴収
体制の強化に努めた。

■⾏政サービスの質の向上
・窓⼝のある部署は、研修を受け難い状況にあるが、市⺠サービス向上の
ためにも、これまでに受講できていない職員に対しても受講できるよう体制を
整えていただきたい。
■徴収体制強化
・空き家が増えると固定資産税の滞納が増えることから、その対策の検討を
お願いする。
■公共施設
・庁舎増築事業が進んでいるが、その必要性について、市⺠にも分かるよう
な説明を望む。

B…ほぼ目標を達成 B…ほぼ目標を達成

施策
㊱　⾏財政運営の効率化
㊲　ＩＣＴの利活⽤の推進
㊳　広域連携と公⺠連携の推進

未来の加⻄の姿

計画的な⾏財政運営と⼈材の資質向上により、質の⾼いサービスを提供できるまちを目指します。

評価検証

⾏政内部による評価検証（１次評価） 審議会による外部評価（２次評価）

㊱
(ア〜オ)

※⼀般会計・特別会計・企業会計の全ての市債の残⾼

目標を達成するための主な指標（KPI）

指標

経常収支⽐率
% 単年

減少指標

※⼈件費、扶助費、公債費等の経常的な経費に対し、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な収⼊が充当されている⽐率

㊲
(ア〜イ)

㊳
(ア〜イ)

地方債残⾼

A…目標を⼤きく上回って達成

億円

A…目標を⼤きく上回って達成

■ICTの利活⽤
　公文書管理システムの継続運⽤及び文書のデータ管理への移⾏を推
進したことにより、コピー使⽤枚数は減少傾向にある。また、議会資料に
ついては、引き続きペーパーレス化を推進し、議員に対しては、原則デー
タにより資料提供を⾏っているが、⼀部は紙資料と併⽤している。議員へ
のタブレット端末導⼊から１年が経過したが、習熟度に差があるため、引
き続きフォローしていく。
■⾏政⼿続きのオンライン化
　令和5年3月より住⺠票等のコンビニ交付が開始しており、令和5年度
は通年で3,475枚の発⾏数となった。今後、マイナンバーカードの普及に
よりコンビニ交付の利⽤促進を図る。

■ICTの利活⽤
新たに「AI議事録の利⽤回数」をKPIとして設定しているが、全庁的に議事録をとっ
ている件数に対してこの目標値が妥当であるのか、また、業務改善に繋がるのか疑
問が残る。
■⾏政事務文書
・電子化を進めているなか、議会資料について紙資料との併⽤は非効率である。
■⾏政⼿続きのオンライン化
・窓⼝で記⼊させている申請書は全てホームページに載せて、課ごとではなく申請書
だけをまとめたページ作成を望む。
・印鑑証明書は、住⺠票とセットで取得することがあるが、現状、LINE申請での印
鑑証明書の取得ができないので改善をお願いする。

C…目標をやや下回って達成 C…目標をやや下回って達成
■広域連携の推進
　北播磨広域定住自⽴圏では、令和6年度の次期共⽣ビジョン策定に
あたり６つの新規事業を提案し検討を進める。
■SDGsの推進
　加⻄市のSDGｓ推進に協⼒していただく企業・団体に対し、「SDGｓ
パートナー登録制度」を創設し、28事業者の登録を⾏った。今後、登録
事業者との交流及び連携推進を図り、SDGsの取り組みを広げていく。
■⾼校・⼤学・企業との連携
　令和5年度も昨年度に引き続き、神⼾⼤学食資源センターや県⽴播
磨農業⾼校の農産物を学校給食へ提供したほか、神⼾⼤学と柿の収
穫体験を実施した。

■広域連携と公⺠連携の推進
企業、⼤学や広域的な自治体連携による取組により⼀定の成果が出てお
り評価する。今後も継続的に実施していけいるようお願いする。

単年
減少指標

担当部会２
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外部評価に対する今後の対応について

資料②



① 1 カップル成⽴数 42.6% C
妊娠中の相談⽀援率 110.0%
特定不妊治療・不育症・妊孕性助成件数 1.8%
産婦人科医招致に向けた検討会議の開催数 0.0%
奨学⾦制度利⽤者数 100.0%

① 4 産後ケア委託施設数 160.0% B

⇩　⇩　⇩

審議会の意⾒・提案等に
対する今後の対応策など

（まちづくり課）
現在は、公式LINEによる会員登録のオンライン化、会員情報のデータ化、サポーターへのタブレット配布により登録やマッチング事務の効率化を図っている。
⼀⽅で相談業務等は、場合に応じて対⾯⽅式とオンラインを併⽤するなど、デジタルとアナログの特性を⽣かしたサポートを⾏いながら本格運⽤を進める。

C健康福祉部

C

健康福祉部 健康課

（健康課）
予防接種のデジタル化については、国が全国共通システムとなる「電子カルテ情報共有サービス」の整備を進めており、それにあわせて自治体システムの標準
化を進めている。これによりデジタル予診票作成や接種記録の確認が可能となる。また、双⽅向通信に関しては、令和6年度事業として⺟子⼿帳アプリにオ
ンライン相談機能を実装し、11月よりサービスを開始する予定である。

総合評価

外部評価に対する今後の対応について

政策 施策 個票
ページ

主管部課 内部評価

内部評価部名 課名 指標 KPI達成度
（R５）

3① 政策課政策部

2

地域部 まちづくり課

① 健康課
1 新しい家族と出会い、

育むための⽀援の充実

⾏政内部による評価検証
（１次評価）

⇩　⇩　⇩

審議会による外部評価
（２次評価）

総合評価 C︓目標をやや下回って達成

R５取組状況

●出逢いサポートセンター事業では、今の時代にあった情報システムサービスをさらに活⽤する⽅法など、出逢いをサポートする新たな試みを推進をお願
いする。（まちづくり課）
●電子⺟子⼿帳の導⼊では、将来子どもが⼤人になっても紙の時のように接種記録が読めるのか懸念される。電子化によるメリットを活かすための双
⽅向機能の検討されており、利便性向上などの効果に期待する。（健康課）
●医学⽣向け奨学⾦制度の創設により、産婦人科医のニーズは間違いなくあり、医師確保は課題である。奨学⾦制度は加⻄病院の将来を⾒据え
た取組みとして評価する。（政策課）

C︓目標をやや下回って達成

R５取組状況

●出逢いサポートセンター事業では、デジタルを活⽤した相談やお⾒合い体制の構築等、センターの運営体制の⾒直しを⾏ったが、お⾒合い件数52
件、カップル20件と低調となっており、今後は新たな運営体制を本格稼働させ、登録者数を増加に尽⼒する。
●妊娠中の相談⽀援率が年々増加しており、デジタルを活⽤し電子⼿帳を導⼊することで、⺟子保健に関連した情報周知やオンラインによる相談の
構築など利便性向上に取り組んだ。
●医学⽣向け奨学⾦制度を創設し、診療科にかかわらず医師全体の確保に向けて奨学⽣の募集・選考⾏い、1名の⽅に奨学⾦の貸付を実施し
た。

1



⑳ 73 UJIターン者数（新規申請者数） 60.3% D
加⻄市若者世帯持家促進補助⾦助成件数 86.3%
新婚世帯向け家賃補助⾦新規助成件数 141.7%
新婚新⽣活⽀援事業補助⾦助成件数 68.0%
お試し滞在施設設置数 200.0%
移住相談件数 196.1%

⑳ 76 若者チャレンジ事業 20.0% C

外部評価に対する今後の対応について

政策 施策 個票
ページ

主管部課 内部評価

部名 課名 指標 KPI達成度
（R５） 内部評価

政策部 政策課

⑳ 産業部 ふるさと振興課 C

●UJIターン促進補助⾦については、移住・定住⽀援を目的とするのであれば対象者の所得上限を撤廃するべきである。また、奨学⾦を借りられない
人もおり、加⻄に帰ってくる全若者への補助する施策を提案する。（政策課）
●昼間人⼝の多い加⻄市としては、市外からの通勤者を加⻄市に移住していただくことが重要であり、新婚世帯家賃補助⾦の補助額を拡充させては
どうか。また、移住定住相談における、相談、移住、定住のそれぞれの数値の把握と定住に結びつかなかった際の理由を調査・分析して、対策を検討
するようお願いする。（ふるさと振興課）
●若者チャレンジ事業については、2年続けて助成実績が1件のみであり、事業廃⽌も含めて⾒直すべきである。（まちづくり課）

⾏政内部による評価検証
（１次評価）

総合評価 C︓目標をやや下回って達成

R５取組状況

●移住・定住の⽀援について、UJIターン促進補助⾦、若者定住促進住宅補助事業、新婚世帯向け家賃補助事業等を実施した。新婚世帯向け
家賃補助事業は、令和5年度より所得基準を撤廃し、全ての新婚世帯を対象としたことにより、申請数が前年度⽐1.8倍となり、⼤きく目標を上回っ
た。加⻄市への移住・定住の⼊⼝となる制度として、政策課、ふるさと振興課が連携しPRを⾏った。
●移住相談施策の強化として、移住相談業務の委託業者と連携し、移住相談やワークショップ等を開催し、移住者や関係人⼝の増加につなぐことが
できた。また、市内の空き家を活⽤し、お試し居住・地域交流カフェなど複合的な機能を有した施設を2施設設置した。

7

まちづくり課地域部

⇩　⇩　⇩

審議会の意⾒・提案等に
対する今後の対応策など

74

⇩　⇩　⇩

審議会による外部評価
（２次評価）

総合評価 C︓目標をやや下回って達成

（政策課）
UJIターン促進補助⾦制度については、ご提案を踏まえ、より効果のある制度となるよう所得制限の撤廃を含む制度の⾒直しを具体化していく予定である。また、加⻄市に
戻ってくる全若者への⽀援策については、既に実施している新婚世帯への補助をはじめ他の移住定住施策とのバランスや費⽤対効果を考慮しながら、関係課を含めて検討
を進める。
（ふるさと振興課）
新婚世帯家賃補助は、近隣市町にはない制度であり、積極的に発信していくほか、引越し補助、持ち家取得補助、奨学⾦返還補助など関連のある補助制度と連動した
PRにより移住定住促進を図る。また、移住定住相談については、相談から移住に⾄った件数、⾄らなかった件数やその相談内容等の情報を収集し、効果検証を⾏い対策
を検討する。
（まちづくり課）
助成実績や社会変化を踏まえ、事業廃⽌を含め検討を進める。

75 A産業部 ふるさと振興課⑳

地域資源の活⽤と人の流れの
創出

R５取組状況

2



㊲ 132 RPAのシナリオ動作回数 38.0% C
㊲ 133 複写機等の印刷枚数 112.2% B
㊲ 134 住⺠票・印鑑証明のコンビニ交付等の発⾏枚数 69.5% C

（情報課）
AI議事録は定例会議の議事録作成だけではなく、⽇常的な会議や打ち合わせにおいても利⽤されている。利⽤件数が増えることによって業務改善につなが
ると考えている。
（総務課、議会事務局）
議会資料については、執⾏部のワイヤレス端末の議場等への持込みや議員のタブレット端末導⼊が実施されてから間もないこともあり、令和5年度までは紙
資料との併⽤であったが、令和6年度から原則紙資料を廃⽌し、電子化対応としている。
（情報課）
申請書は、市ホームページのトップ画⾯に「申請書ダウンロード」専⽤リンクを張り付けており、各所属の申請書をダウンロードできるように設定している。今後
もリンク先の該当ページを充実させていく。
（情報課）
印鑑証明書は住⺠票と同様にコンビニでの取得が可能である。加⻄市公式LINEでの取得については対応を検討する。

●ICTの利活⽤として、公⽂書管理システムの継続運⽤及び⽂書のデータ管理への移⾏を推進したことにより、コピー使⽤枚数は減少傾向にある。ま
た、議会資料については、引き続きペーパーレス化を推進し、議員に対しては、原則データにより資料提供を⾏っているが、⼀部は紙資料と併⽤してい
る。議員へのタブレット端末導⼊から１年が経過したが、習熟度に差があるため、引き続きフォローしていく。
●⾏政⼿続きのオンライン化として、令和5年3月より住⺠票等のコンビニ交付が開始しており、令和5年度は通年で3,475枚の発⾏数となった。今
後、マイナンバーカードの普及によりコンビニ交付の利⽤促進を図る。

⾏政内部による評価検証
（１次評価）

総合評価

審議会の意⾒・提案等に
対する今後の対応策など

⇩　⇩　⇩

審議会による外部評価
（２次評価）

内部評価

部名 課名 指標 KPI達成度
（R５）

⇩　⇩　⇩

政策部

R５取組状況

●ICTの利活⽤については、新たに「AI議事録の利⽤回数」をKPIとして設定されているが、全庁的に議事録をとっている件数に対してこの目標値が妥
当であるのか、また、業務改善に繋がるのか疑問が残る。（情報課）
●⾏政事務⽂書の電子化を進めているなか、議会資料について紙資料との併⽤は非効率である。（総務課・議会事務局）
●ホームページで、窓⼝で記⼊させている申請書は全て載せて、さらに課ごとではなく申請書だけをまとめたページ作成を望む。（情報課）
●住⺠票と印鑑証明書の両⽅を取得することがあり、LINE申請では現状、印鑑証明書は取得できないことから利便性向上のために取得できるよう
改善できないか。（情報課）

内部評価

効率的で持続可能な⾏財政の
推進

情報課政策部

C︓目標をやや下回って達成

総務課（議会事務局）
政策部

外部評価に対する今後の対応について

政策 施策 個票
ページ

主管部課

総合評価 C︓目標をやや下回って達成

情報課

R５取組状況
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第１章 策定の趣旨 

平成 23 年度に策定した⾏財政改⾰プランは、第５次加⻄市総合計画の実施計画として策定されたもの
で、令和２年度末に計画期間が終了しました。 

今後、ポストコロナ社会における協創のまちづくり等の実現を目指した第６次加⻄市総合計画具体化にあた
り、限られた財源の効果的な活用を図るため、これからの 10 年を⽰す⾏財政改⾰の推進方針とともに、総合
計画の実施計画とを合わせ、第２期加⻄市⾏財政改⾰プラン（以下「プラン」という。）として策定します。 

策定のねらい 

① 市⺠とともに創るまちづくりの展開 

② 持続可能な財政基盤の確⽴ 

③ ⾏政サービスの向上と効率的な⾏政運営 

新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越え、⼈⼝減少・少⼦⾼齢社会に対応しながら加⻄市の魅⼒を
創出し次世代に継承していくなど、未来に向かった新しい生活様式のまちづくりを進めて⾏くことが求め
られています。 

とりわけ、地域創生の流れの中で協創のまちづくりを進め、市⺠の知恵と⼒を引き出していくためにも、
自治体の果たす責任や役割はますます大きくなり、創意工夫を凝らした効果的な施策を実施していく必要
があります。 

そのためには、地方債残⾼の圧縮、経常収⽀⽐率※の抑制など、何よりもまず持続可能な財政基盤を確
⽴していくことが大切な取り組みといえます。 

また、優先すべき施策の効果的な実施、機能的な組織・⼈員体制の構築、⾏政のデジタル化など効率的
な⾏政運営を図り、⾼度化する⾏政ニーズに的確に応えサービスの向上を図っていく必要があります。 

この⾏財政改⾰プランは、こうした取組によって、第６次加⻄市総合計画の基本構想及び基本計画の具
体化を図り、時代の変化に対応した新たなまちづくりを目指そうとするものです。 

評価と検証 

毎年度、前年度の事業の実績が確定した後、速やかに進捗及び内容について、⾏政内部だけでなく外部
有識者による評価・検証を⾏い、結果を公表します。基本的には、第６次加⻄市総合基本計画に掲げた政
策毎のまちづくりの指標及び実施計画で定める施策の評価指標の達成度等を検証します。 

実施方法 
・ＰＤＣＡマネジメントサイクルにより実施し、事業の効果や方向性について市⺠の目線でチェックす
る仕組みを取り入れます。 

評価の視点と取組 
・総合計画に掲げた目標の達成度合いを評価するために、ものさしとなる指標を定めます。 
・事業内容の進捗状況や指標のほか、その効果や費用等も勘案して総合的に評価します。 
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第２章 位置づけと期間 

１ ⾏財政改⾰プランの位置付け 

このプランは、第６次加⻄市総合計画の基本構想及び
前期基本計画を下⽀えし、市が抱える多くの課題解決の
ため、総合計画に盛り込まれた重点的に取り組む施策の
着実な推進を目指します。 

プランの内容として、⾏財政改⾰の継続的な推進方策
を明らかにするための方針及びこれと整合させた総合
計画の具体事業を定めアクションプランとなる実施計
画の大きく２つの部分で構成されています。 

総合計画（令和 3〜12 年度） 

基本構想（10 年） 

基本計画（5 年） 

▲    ▲ 

⾏財政改⾰プラン（令和 3〜12 年度） 

 ⾏財政改⾰推進方針 ➡ 実施計画（３年）  
 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和 3 年度から令和 12 年度までの 10 年間としますが、毎年度計画を⾒直すローリング
方式により、以降３か年間の計画を策定していきます。 

なお、実施計画には地域創生戦略に掲げられている事業も含めてまとめるものとします。 

（総合計画等との関係） 

年度 
計画名等 

令和 

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

第６次加⻄市総合計画 
基本構想 令和3年度〜12年度 

基本計画 令和3年度〜7年度（前期） 令和8年度〜12年度（後期） 

第２期地域創⽣戦略 令和2年度〜7年度      

第２期⾏財政改⾰プラン 令和3年度〜12年度 
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第３章 基本的な考え方 

１ 新たな施策の展開のための⾏財政改⾰ 

⾏財政改⾰はただ単に⼈員や経費の削減を目指すものではなく、第６次加⻄市総合計画に織り込まれた
施策推進のために、必要となる資源（⼈と⾦）を生み出して確保できるようにするものです。 

施策の実現に向けた着実な進捗を図るうえで、財源面だけでなく⾏政の⼈的資源は限りがあることから、
新たな時代に対応した働き方改⾰に取り組むものとし、多様な働き方、ワーク・ライフ・バランス※の充
実やテレワーク等の推進を図るものとします。 

新しいプランの内容構成は、⾏財政改⾰推進方針として、組織・事業⾒直し、⼈員・経費の削減や収⼊
増をはじめとする改善方策を⽰すのと合わせ、アクションプランとして展開する事業の実施計画(３か年)
とを一体的にまとめたプランとします。 

２ ⾏財政改⾰状況の視覚化 

⾏財政改⾰の推進状況を把握しやすくするため、プランでは⼈員数や改善⾦額、財政指標等の数値目標
値を⽰すものとします。 

また、評価にあたってはその達成状況や時系列での変化動向だけでなく、住⺠一⼈当たりでみた数値を
算出するほか、近隣団体や全国的な平均値などとの⽐較も加えることにより、市の現状や改善内容を分か
りやすく提⽰していくものとします。 

３ 公営企業等を含むプラン 

プランの対象とする事業は一般会計を基本としますが、病院・下水道などの公営企業への補助費等※(繰
出⾦※)は大きな⾦額を構成しており、一般会計で直接執⾏する事業とともに⾞の両輪となって総合計画を
具体化していくものです。 

特に病院事業については、今後、新築改築に伴う整備費及び組織・⼈員体制の⾒直しが⾒込まれること
から、これら公営企業等の事業と収⽀も反映させた市の⾏財政改⾰の総合的なプランとします。 
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第４章 これまでの⾏財政改⾰（平成 23 年度〜令和２年度）の総括 

１ ⾏財政改⾰プラン策定の経緯 

（掲載省略） 

２ 取り組みと改善効果 

（掲載省略） 

３ 今後の課題 

（１）歳入の確保 

⾏財政改⾰プランに基づき、様々な改⾰改善に取り組んできた結果、組織・定員の適正化が図られると
ともに財政指標は概ね改善され、持続可能な財政運営に向け前進することができました。 

今後、歳⼊について、市税は、将来的に生産年齢⼈⼝の減少が⾒込まれることや、新型コロナウイルス
感染症の影響のため、令和 3 年度に大幅な減収となり、その後は回復に⻑期間を要するものと⾒通してい
ます。また、地方交付税※についても、新型コロナウイルス感染症の影響による国の税収減等により財源
不⾜が生じること、それに伴い国の財政収⽀の改善が先延ばしとなり赤字国債への依存が今後も続くこと
などを考慮すると、先⾏きが更に不透明になることが懸念されます。 

こうした中で、歳⼊の確保のためには、これまで以上に、ふるさと納税の促進等、自主財源の確保がも
とめられます。 

（２）歳出の抑制・削減 

歳出については、第 6 次総合計画の具体化による事業実施のための政策的経費のほか、これまでの⽼朽
施設の耐震補強工事等にかかる起債償還の本格化による公債費※の増加や、⾼齢化社会の一層の進展によ
る社会保障費の増加をはじめ、国⺠健康保険・介護保険・後期⾼齢者医療等の特別会計への繰出⾦※につ
いても増加する⾒込みです。また、今後数年間はウィズコロナ・ポストコロナの事業が実施されることな
ど、引き続き財源の確保が重要となります。そのため、公債費※の抑制や、事業の⾒直し・業務改善など
による歳出抑制・削減に努めなくてはなりません。 

⼈件費※については、⼈員削減も限界に達し、さらなる抑制は困難な状況にあり、社会保障費や公債費
※の増に伴い、経常収⽀⽐率※の悪化も懸念されることから、適正な⼈員配置及びデジタル化により、⼈件
費※の増加を抑制していかなくてはなりません。 
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（３）企業会計への繰出⾦ 

企業会計への繰出⾦※については、既に起債償還のピークを過ぎた下水道会計は減少が⾒込まれますが、
病院会計への繰出⾦※は、経営状況の悪化等により増加しており、病床利用率の向上や、配置⼈員の適正
化など早期に経営改善に取り組むとともに、病床数に応じた適正な繰出額にしていかなければなりません。 

（４）財政基盤の確⽴ 

今後、新たな総合計画の実現に向け、引き続き国・県等の助成制度の活用による一般財源の節減に努め、
歳⼊の確保・歳出の抑制により財政収⽀の安定化を図りながら、経常収⽀⽐率※の改善とともに公債費※の
抑制や財政調整基⾦の一定水準の確保等、持続可能な財政基盤を確⽴していかねばなりません。 
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第５章 ⾏財政改⾰の考え方と主な取組（⾏財政改⾰推進方針） 

１ 協創のまちづくりの推進 

（１）協創のまちづくりの展開 

地域の課題が多様化するなか、多くの地域課題の解決やこれからの持続可能なまちづくりに向けては、
⾏政の取組だけでなく、地域住⺠・企業・団体に加えて加⻄市に興味や関⼼、想いを寄せる市外在住者（関
係市⺠）の参加・協⼒を得て、多彩な知識や経験を地域に呼び込み、協働の輪をさらに拡げていくことが
大切です。 

令和２年１月施⾏の「加⻄市協創のまちづくり条例」に基づき、これまでの参画と協働によるまちづく
りを発展させて、外部の⼈材やノウハウを誘引するため「情報発信の促進」を図り、関係市⺠を含めたま
ちづくりに関わる多くの仲間とともに、「地域課題の解決」と「新たなまちの魅⼒の創出」を推進します。 

（２）ふるさと創造会議（まちづくり協議会・地域づくり協議会）の取組の深化 

⼦育て⽀援や⾼齢者の⾒守り、防犯・防災の備え、環境の保全などの地域ニーズ・課題にきめ細かく対
応し、その実情や特性を踏まえた魅⼒ある地域をつくるため、住⺠自⾝による主体的な参画と協働による
地域づくりの推進⺟体となる「加⻄ふるさと創造会議（まちづくり協議会・地域づくり協議会）」の一層の
活動充実を図る⽀援を進めます。 

地域ニーズ・課題 

それぞれの地域が、優先的に取組む課題を
選択し、⾏政と協働して解決 

…住⺠の意⾒が⽣きる 

（事業の⼀例） 
●移動困難者の買い物⽀援 ●防犯パトロール、防災訓練 
●⼦育て⽀援 ●⾼齢者の⾒守り、交流活動（ふれあいサロン） 
●⾥⼭の整備、保全 ●地産地消活動、朝市の運営 
●親睦、交流事業（夏祭り等） ほか 

  

設置単位 おおむね１小学校区に１組織 

組織構成 自治会をはじめ、当該地域で活動する各種団体（シニアクラブ、婦⼈会、ＰＴＡ、ＮＰ
Ｏ、企業等）や個⼈らの参画を得て構成 

活動内容 暮らしやすく魅⼒ある地域づくりのため、地域課題の解決や多様なニーズに対応した
様々な活動を展開 
 

ふるさと 

創造会議 

婦⼈会 

NPO、企業 等 

PTA 

シニアクラブ 

⾃治会 
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２ 組織の再編 

⼈⼝減少社会において、地域コミュニティの担い⼿不⾜や⾼齢化の更なる加速、また外国⼈の増加など
新たな⾏政ニーズに対応できるよう、市役所においても様々な地域の主体との協創のための連携が図られ
る組織体制が求められます。 

新たな施策の展開に応じた業務の在り方を絶えず検討し、最適な組織への⾒直しを継続的に⾏っていき
ます。 

３ 定員・給与の適正化 

（１）定員管理 

多様化する⾏政ニーズに的確に対応していくためにも、それぞれの職種に応じた必要な職員数が維持で
きるよう⼈材の確保に努めるとともに、終⾝雇用から⼈材が流動化する時代への変化も⾒据えながら、持
続可能な⾏政運営に資する⼈員体制の構築を目指します。 

（２）人材育成 

激変する社会情勢の中、多様化する住⺠ニーズに対応するためには前例踏襲型の業務から脱却し、常に
改⾰意識を持った職員の育成が求められています。 

職員のモチベーションを⾼めるための取り組みとして、タイムマネジメントや問題解決、コミュニケー
ション能⼒の向上など、意識の変化と資質の向上を図る研修を計画的に実施するとともに、積極的な自主
検収活動や資格取得を⽀援します。 

また、国や県への研修派遣制度を活用するほか、播磨内陸広域⾏政協議会や北播磨広域定住自⽴圏など
周辺市町の職員とも積極的に交流をし、広域的な視野から市政に取り組める⼈材の育成を図ります。 

（３）給与制度の適正化 

給与制度については、国・県及び他市の動向を踏まえた適正な運用に留意しつつ、⼈事評価制度に基づ
く職務遂⾏における能⼒・実績に応じた給与体系への転換を進めます。 

優秀な⼈材の確保に必要な給与水準の維持を図るとともに、ワーク・ライフ・バランス※の観点から時
間外勤務の縮減に努めるなど、⼈件費総額の抑制に取り組みます。 
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４ 事務事業の⾒直し 

（１）効率的な事務事業への⾒直し 

これまでから限られた財源の中で最大の効果を発揮できるよう、⺠間委託の推進並びに指定管理者制度
の活用、公共施設の⻑寿命化や統合等を進めてきましたが、引き続き、施設の統合などスリム化とともに、
地域団体との協働のほか、公⺠連携や広域連携の推進を図ります。 

また、⽂書管理システムやタブレット端末を活用した⽂書のペーパーレス化を進め、省資源化・省スペ
ース化を図るとともに、電⼦決裁システムの導⼊によりスピーディな⾏政の意思決定とタイムロスの無 
い情報の共有化を目指します。 

（２）デジタル化の推進 

国におけるデジタル社会の実現に向けた改⾰の基本方針において、目指すべきデジタル社会のビジョン
が⽰され、加⻄市においても⾏政⼿続きに関する押印の廃⽌や書面主義の⾒直し、⼿続きのオンライン化
を進めることとしています。市⺠サービスの向上を図るため、マイナンバーカードを活用した電⼦申請を
はじめ、各種⼿続きのオンライン化や情報提供のデジタル化を進めながら、あわせて内部事務のデジタル
化を推進し効率的な⾏政運営に努めていきます。 

また、キャッシュレス決済の拡大に対応した公⾦収納の在り方を検討し、⽀払い方法の多様化を進め市 
⺠の利便性と収納率の向上に努めます。 

（３）働き方改⾰の推進 

アフターコロナ社会において多様な働き方が進展する中、本市においてもワークライフバランスの推進
と有為な⼈材確保のため、働き方改⾰に取り組みます。 

また、育児や介護など個々の事情を持つ職員が、仕事との両⽴を図りつつ、その能⼒が発揮できるよう、
テレワーク勤務や時差出勤制度を活用しながら、定年まで⻑く働き続けられる職場環境の整備に努めます。 

５ 事業投資の適正化と財政の健全化 

（１）持続可能な財政基盤の確⽴ 

第 6 次総合計画の具体化のため、優先度に配慮しつつ事業を進め、またウィズコロナ・ポストコロナの
事業も展開していくことから、これまで以上に財政規律を維持し、公債費※の抑制、財政調整基⾦の確保
に努め、持続可能な財政運営を目指していかなくてはなりません。具体的には次の基準を守っていきます。 

○ 投資的事業費に要する一般財源を上限年９億円に保ちます。 
○ 投資的事業の市債発⾏額を上限年 8 億円（防災・減災・国土強靭化に資する事業は除く。）に抑えます。 
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（２）公営企業等の経営健全化 

公営企業は、住⺠生活に⾝近な社会資本の整備及び必要なサービスを提供する重要な役割を果たしてい
ます。その本来の目的である、「公共の福祉」を増進していくためには、事業を取り巻く社会環境や経済情
勢を⾒極め、各事業の経営環境の変化に応じて、適切に対応していかなければなりません。 

なお、第三セクターについては、引き続き経営状況の把握に努め、経営状況の健全化に向けた適正な管
理運営を⽀援します。 

ア 水道事業 

水道事業については、更新時期を迎えた施設の統廃合や再構築も含めた⾒直しが喫緊の課題となってい
ます。また、⼈⼝減少や節水意識の向上により水需要の伸びが期待できない中、独自の水源を持たないた
め受水費が⽀出の約５割を占めるという厳しい経営状況下にありますが、「加⻄市水道事業経営戦略」に
基づき、経費の節減など、企業努⼒を図りながら健全経営に努めていきます。 

イ 下水道事業 

下水道事業については、減価償却費や⽀払利息、企業債償還⾦が依然として大きな負担となっています。
また、汚水処理原価は使用料単価の２倍以上で、より効率的な事業経営が求められます。このため、「加⻄
市下水道事業経営戦略」に基づき適正な施設の維持管理と施設統廃合等による効率的な事業経営を進め、
水洗化のより一層の促進、資本費平準化債の活用等により経営健全化に努めていきます。 

ウ 病院事業 

病院事業については、近隣の医療機関との役割分担を明確にし、地域医療連携を推進することで、地域
医療を⽀えていきます。市⽴加⻄病院は、市内救急及び圏域の回復期と感染症対応を中⼼に北播磨医療圏
域における役割を果たします。新病院の建設に向けて、基本構想・基本計画に基づき事業を推進するとと
もに、引き続き、経営改善と医師確保に努めていきます。 

 
 

６ 自主財源の確保 

（１）市税等の確保 

市税については、新型コロナウイルス感染症による景気低迷の影響から回復しているものの、原油価格・
物価⾼騰等、経済の不確実性による影響は免れないため、今後も適正かつ効率的な課税事務の推進、収納率
向上・滞納額縮減といった、負担の公平性と財源の確保に努めます。 

さらに国や県の補助⾦等の活用により、一般財源の所要額の縮減を図ります。 
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（２）受益者負担の適正化 

使用料・⼿数料については、⾏政サービスにかかるコストを明らかにし、受益者である利用者等の負担
と、利用者の負担では賄いきれない部分に対する税負担のあり方について検討し、市⺠相互間の負担の公
平性が保てるように受益者負担の適正化に努め、定期的に⾒直しを⾏っていきます。 

また、未収債権等の収納率の向上にも努めます。 

（３）公共施設の⻑寿命化と市有財産の有効活用等 

加⻄市公共施設等総合管理計画のもと、計画的な⻑寿命化対策を⾏うとともに、現在利用していない遊
休資産は、早期に売却・賃貸等の活用方法を検討し、維持コストの縮減と自主財源の確保に努めます。 

また、広報紙やホームページ等への有料広告収⼊の確保に努めます。 

（４）ふるさと納税の促進 

ふるさと納税は、受⼊額が年々増加し、いまや市税とともに一般財源として歳⼊の極めて重要な部分を
占めています。 

引き続き安定した財源として確保するために、シティプロモーションの積極的な推進のもと、加⻄市お
よび加⻄市が⾏う事業の魅⼒を伝えることによって、関係⼈⼝の創出や増加を図るとともに、地域の特産
物のＰＲや新たに魅⼒ある返礼品づくりも⾏い、ふるさと納税の受け⼊れを積極的に推進していきます。 

 
【指標の目標値】 

区 分 指 標 令和２年度(現状値) 令和７年度 令和 12 年度 

組織・定員 職員数 288 ⼈ 288 ⼈ 288 ⼈ 

経費節減 ⾏⾰改善額 33.5 億円 2.5 億円 2.5 億円 

投資的経費※ ⼀般財源上限額 原則として毎年度９億円以内 

市債発⾏額 投資的事業発⾏上限額 原則として毎年度８億円以内（防災・減災・国土強靭化に資する事業は除く） 

 年度末市債残⾼ 406 億円 426 億円 361 億円 

財政指標 実質公債費⽐率※ 8.1％ 7.5％ 7.5％ 

 将来負担⽐率 46.6％ 65％ 60％ 

 財調・減債基⾦残⾼ 25 億円 30 億円 26 億円 

 経常収⽀⽐率※ 93.9％ 92.4％ 91.8％ 
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【10 年間の財政収⽀⾒通し（普通会計⼀般財源ベース）】 

 

 

作成中につき、第 5 回総合政策審議会で提示します。 
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【財政収⽀⾒通しの前提条件】 

 

 

作成中につき、第 5 回総合政策審議会で提示します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12



 

【令和５年度の財政状況】 
（１） 歳⼊ 

① 市税 
令和５年度は、法⼈市⺠税が前年度に大

規模投資を⾏った法⼈の収益減等により
落ち込んだものの、所得増による個⼈市⺠
税の増、工場・商業施設等の⽴地に伴い固
定資産税が増となったため、市税総収⼊で
は前年度を若⼲上回りました。 

ただ、原油価格等物価⾼騰をはじめ、経
済の不確実性による影響はまだ続く⾒込
みです。 

今後も適正かつ効率的な課税事務の推
進、収納率向上・滞納額縮減に努め、より

多くの市税収⼊の確保に努めなければなりません。 
 

② 地方交付税 
個⼈市⺠税や固定資産税の増を主な要

因として、普通交付税が減額となりまし
た。特別交付税は、デジタルデータ連携基
盤の構築費や、起業・創業の準備⽀援にか
かる負担増等により増加しています。 

臨時財政対策債は、国税収⼊が堅調であ
り、交付税の財源不⾜が解消しているた
め引き続き減額となっています。 
  
 
 

 
③ ふるさと納税 

ふるさと納税は平成 27 年度に包括委
託を始めて以降、多額の受⼊額を堅持し
ており、歳⼊の極めて重要な部分を占め
ています。令和５年度も多額の受⼊があ
ったものの、令和 3 年度をピークに、受
⼊額は減少しています。 

国による制度改正等の影響により、令
和６年度以降も同水準の受⼊が確保でき
るかは不透明な状況ではありますが、今
後も新たな返礼品の開発を進め、ふるさ
と納税の確保に努めてまいります。 
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④ 市債発⾏額 
 令和５年度は建設事業費が前年度に⽐
べ減少したものの、国県補助事業が少な
かったこともあり、充当する起債額が９
億円、防災・減災・国土強靭化に資する事
業は除けば 6.1 億円と、発⾏上限額の 8
億円を下回りました。普通交付税の財源
不⾜を補う臨時財政対策債は国の財源不
⾜解消により、前年度を下回りました。 

将来にわたる公債費負担を軽減するに
は、市債発⾏を抑制することで、市債残
⾼を減らしていく必要があります。今後

の庁舎増築や小中学校再編等の大型事業を⾒据え、建設事業費の調整を⾏い、市債発⾏の抑制に努め
なくてはなりません。 

 
 
（２） 歳出 

① 義務的経費 
⼈件費※は給与・報酬の改定や、会計年

度任用職員数の増により増加しています。 
公債費は、こども園や南部学校給食セ

ンター・地域活性化拠点施設（sora かさ
い）の整備にかかる起債の償還等により
増加しています。 

扶助費は、国の給付⾦事業等により増
加しています。 

これらの義務的経費は⽀出が義務付け
られ任意に節減できない経費であり、歳
出全体に占める割合が⾼いほど、財政の

硬直性が⾼まります。 
⼈件費は、職員の定年延⻑や給与・報酬の改定が続く等、今後も増加していく⾒込みですが、

職員数を削減できない中では、持続可能な⾏政運営のため、適材適所な⼈員配置をはじめとした
業務効率化等により、増加抑制に努めなくてはなりません。 

公債費は、こども園整備・南部学校給食センター建設・地域活性化拠点施設整備等の起債償還
による増加はあるものの、令和 5 年度に土地開発公社解散に係る 3 セク債や学校施設耐震補強事
業に係る起債の償還が終了したため令和６年度以降は減少する⾒込みです。今後の大型事業の規
模如何にもよりますが、公債費の負担の平準化等に努めてまいります。 

扶助費は、障害者⽀援の増や⾼齢化の進展等により今後も増えていく⾒込みです。 
※令和 2 年度より会計年度任用職員制度が始まり、それまでアルバイト賃⾦等で物件費・扶助費に計上されていたものが⼈件費となって
います。令和元年度以前の数値についても、⽐較のため物件費・扶助費であるアルバイト賃⾦等を⼈件費に加え、物件費・扶助費からは
差し引いています。 
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② 投資的経費 
 令和５年度は、団体等への建設費補助
（国庫補助事業）の大幅減により、建設事
業費は減となり、一般財源負担も減となっ
ています。 

⾏財政改⾰プランの運用では、投資的経
費に、政策的な経費を合わせた一般財源の
上限を 9 億円としていますが、令和５年度
は 9.２億円とわずかに超過しています
（R1:9.4 億円、R2︓9.5 億円、R3︓13 億
円、R4︓11 億円）。 

なお、令和 4 年度から実施している「⼦
育て 5 つの無料化施策」（R4:3.7 億円、R5〜︓5.5 億円）については、投資的経費ではないた
め、現在は 9 億円の枠外として取り扱っています。 

ただ、ふるさと納税については、今後も多額の受⼊があるかどうか不透明であり、今後の大型
事業が控える中で、投資的経費・政策的経費が膨張しないよう、事業の要否・⼿法等について毎
年⾒直しを⾏い、プランの上限額内に収まるように努めなければなりません。 

 
③ 繰出⾦ 

令和５年度も水道料⾦減免を⾏ったた
め、水道事業会計への繰出⾦が約２億円と
多額になっていますが、基本料⾦減免だけ
であったため約1 億円の減となっています。
病院事業会計への繰出⾦は令和3 年度より
⾏財政改⾰プランで定めた 7.5 億円になっ
ています。 

下水道事業への繰出⾦は、市債残⾼の減
等により毎年度減少していますが、介護保
険・後期⾼齢者医療特別会計への繰出⾦は
増加しています。 
 

 
（３） 財政指標 

① 実質公債費⽐率（目標値 R7︓7.5％ R12︓7.5％） 
実質公債費⽐率は、下水道事業会計の市債残⾼減により毎年度改善していましたが、令和２年

度以降、一般会計の元利償還⾦の増加を主な要因として悪化しています。これはこども園整備・
給食センター建設・地域活性化拠点施設（sora かさい）整備等に係る起債償還が増加したためで
す。 

令和 5 年度に土地開発公社解散に係る 3 セク債の償還が終了したことから、令和 6 年度以降
には一度改善しますが、庁舎増築や小中学校再編整備等に係る起債の償還や新病院建設に係る起
債償還のための繰出⾦の増により、再び悪化に転じると⾒込んでいます。このため一般会計では、
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大型事業を含め計画的かつ適正な建設事業を⾏い、また交付税措置の⾼い有利な起債を活用し、
公債費の負担軽減に努めなくてはなりません。 

 
② 将来負担⽐率（目標値 R7︓65％ R12︓60％） 

 将来負担⽐率は、一般会計の市債残⾼の減、公営企業債の一般会計負担相当額の減等により将
来負担額が減少し、財政調整基⾦やふるさと応援基⾦への積⽴額の増等により充当可能財源が増
加したことで大きく改善され、令和４年度以降０を下回っています。 

今後、大型事業に伴う市債残⾼の増や、新病院建設に係る病院事業債の残⾼増等により将来負
担⽐率が悪化する⾒込みではありますが、計画的な建設事業と有利な起債の活用により、将来負
担率の悪化を最小限にとどめるようにしていかなければなりません。  

 
③ 財調・減債基⾦残⾼（目標値 R7︓30 億円 R12︓26 億円） 

財政調整基⾦は、令和５年度の剰余⾦の増により 3.1 億円と多額な積⽴ができ、令和 5 年度
末残⾼は 42 億円と前年度より大幅に増加しました。また、ふるさと納税に係る収⼊のうち年度
中に事業充当しなかった 5.8 億円を積⽴てた結果、全基⾦残⾼は前年度より 10.4 億円増加し、
112.3 億円となりました。 
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財政調整基⾦は、経済不況や災害時などの臨時的な財政負担に備えておくためのものであり、
今後も取崩すことなく、さらに積⽴てていけるよう歳⼊確保・歳出抑制に努めなければなりませ
ん。しかしながら、今後のふるさと納税の受⼊額は不透明な状態であり、政策的な事業について
は、ふるさと応援基⾦を取崩して事業費充当することも想定されるため、事業実施にあたっては、
計画的に実施し、また、その要否・⼿法等を精査することにより、事業費の膨張を抑え、基⾦の
取崩を最小にするよう努めなければなりません。 
 

④ 市債残⾼（目標値 R7︓426 億円 R12︓361 億円） 
普通会計の市債残⾼は、令和５年度も市債発⾏額が償還額を下回り、前年度より約 10 億円減

少しています。また、他会計（上水道・下水道・病院など）の市債残⾼も毎年度減少しているた
め、全市債残⾼も 16.5 億円の減額となりました。 

ただ、今後の大型事業により全市債残⾼が増加し、⾏財政改⾰プランの目標値を超える⾒込み
となっています。全会計での建設事業とそれに伴う起債を計画的に⾏うことにより、市債残⾼の
増加とそれに伴う公債費の抑制に努めていかなくてはなりません。 

 

⑤ 経常収⽀⽐率（目標値 R7︓92.4％ R12︓91.8％） 
経常収⽀⽐率は、令和５年度は、主に⼈件費の増（給与・報酬の改定、会計年度任用職員数の

増）や物件費・扶助費の増により悪化しています。⼈件費や扶助費は今後も増加していく⾒込み
であるため、経常収⽀⽐率の改善のためには、物件費などの経常経費や公債費の抑制に努めてい
かなければなりません。 
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第６章 アクションプラン（実施計画） 

１ 令和 5 年度 総合計画実施計画の評価・検証 

総合計画の推進にあたっては、各年度の実施計画の実績評価・検証として、担当課による内部評価に加
え、学識経験者や市⺠等で構成する「加⻄市総合政策審議会」による外部評価を地域創生戦略の取り組み
を含め⾏っています。 

各施策の評価・検証については、いずれも単年度の指標達成率のほか事業内容・規模等にも配慮しなが
ら「Ａ（目標を上回って達成）」、「Ｂ（目標を達成）」、「Ｃ（目標を下回っている）」、「Ｄ（目標を大きく下
回っている）」の４段階区分で評価しました。 

 
 

（評価結果⼀覧） 

政策 区分 A B C D 

1 
新しい家族と出会い、 
育むための⽀援の充実 

内部評価  1 2  

外部評価  2 1  

2 ⼦どもの教育の充実 
内部評価  3   

外部評価 1 2   

3 
⽣涯にわたって学び、 
楽しめる環境づくり 

内部評価  1 2  

外部評価  3   

4 
くらしを⽀える福祉・ 
医療の充実 

内部評価  2 1  

外部評価  3   

5 農業の再⽣と活性化 
内部評価  3   

外部評価  3   

6 商工業の振興と新展開 
内部評価  3   

外部評価 2 1   

7 
地域資源の活用と 
⼈の流れの創出 

内部評価  1 2  

外部評価  2 1  

8 
安全・安心に暮らせる 
環境の充実 

内部評価  3   

外部評価  3   

9 快適な都市空間の創出 
内部評価  1 1  

外部評価  2   

10 
安全性と利便性が確保された都
市基盤の整備 

内部評価 2  1  

外部評価 1 2   

11 協創のまちづくりの推進 
内部評価 1 2   

外部評価  3   

18



 

12 
お互いを認め、 
尊重し合える社会の実現 

内部評価  3   

外部評価  3   

13 
効率的で持続可能な 
⾏財政の推進 

内部評価 1 1 1  

外部評価 1 1 1  

合 計 
内部評価 4 24 10 0 

外部評価 5 30 3 0 
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政策 1 新しい家族と出会い、育むための⽀援の充実 

施策 1 結婚・妊娠・出産⽀援の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇出逢いサポートセンター事業について、デジタルを活用した相談やお⾒合い体制の構築等、センターの運営 

体制の⾒直しを⾏ったが、お⾒合い件数52件、カップル20件と低調となっており、今後は新たな運営体制を

本格稼働させ、登録者数を増加に尽⼒する。 

〇妊娠中の相談⽀援率が年々増加しており、デジタルを活用し電⼦⼿帳を導入することで、⺟⼦保健に関連 

した情報周知やオンラインによる相談の構築など利便性向上に取り組んだ。 

〇診療科にかかわらず医師全体の確保に向けて奨学⽣の募集・選考⾏い、1名の方に奨学⾦の貸付を実施 

した。  

外
部
評
価 

C 

〇出逢いサポートセンター事業では、今の時代にあった情報システムサービスをさらに活用する方法など、出逢 

いをサポートする新たな試みをお願いする。 

〇電⼦⺟⼦⼿帳が導入されたが、将来⼦どもが⼤⼈になっても紙の時のように接種記録が読めるのか懸念さ 

れる。電⼦化によるメリットを活かすための双方向機能の検討されており、利便性向上などの効果に期待す

る。 

〇産婦⼈科医のニーズは間違いなくあり、医師確保は課題である。奨学⾦制度は加⻄病院の将来を⾒据え 

た取組みとして評価する。 

施策２ 地域ぐるみの子育て⽀援の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇⼦育て世帯への負担軽減を図るため、 昨年度に引き続き「⼦育て応援５つの無料化」を継続実施。ま 

た、泉学童保育園の新園舎が７月に完成し、定員が30名から70名へと増加し学童保育の受入れ体制の

充実を図った。 

〇ひとり親の養育費確保を⽀援するため、公正証書作成費用の助成を開始し、８件⽀給した。 

〇⼦育て応援プロモーションとして、 「⼦育て応援5つの無料化」を切り⼝としたWeb広告を展開し、加⻄市 

の認知拡⼤・魅⼒発信ができた。⼩学校入学前の未就学児の⼈⼝も増加しており若年層の社会増の兆

候も⾒受けられる。 

外
部
評
価 

B 

〇学童保育の受入にかかる空き状況は地域差があり、⼩学校再編後は統合先の学校で拡充が必要である。 

6年⽣までの受入れが可能であるようなら、働いている親に積極的にPRをお願いする。 

〇⼦育てへの経済的⽀援は充実してきているが、下水道補助の実績からは多⼦世帯の減少が伺える。安心 

して3⼈目が⽣めるような環境にしていくには、まだまだ課題がある。 

〇⼦育て応援プロモーションとして、若い⼈たちへのSNSによるPRは、近隣団体の動向も⾒ながら、さらに努⼒ 

を継続すべきである。 
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施策３ 子育て環境の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇市⻑交代に伴う事業⾒直しにより、未来型児童館整備計画は中⽌する。 

〇保育⼠の慢性的な⼈員不⾜から、保育教諭就労⽀援⼀時⾦、保育⼠等緊急確保対策就労⽀援⼀時 

⾦等の⽀援を継続実施し保育⼠確保に取組により、保育受入体制の整備を図った。また、⼩規模保育所

２園が新たに開園したことで待機児童が抑制され、利用者サービスの向上に繋がった。 

〇「アスも」の⼦育て広場は、市外利用者に増加の傾向であり、全体入場者数は、昨年度⽐114.2％となっ 

た。テレワークセンターは、交流イベント開催等、特⾊のある運営で利用者増加を目指す。 

外
部
評
価 

B 

〇箱もの整備は維持管理費も考え慎重にすべきで、未来型児童館の中⽌はやむを得ないが、元々予定して 

いた機能については充実を望む。 

〇こども園における、公⽴と私⽴の特徴は良くわかるので、それぞれを活かした相互補完できる運営となるようお 

願いする。 

〇「アスも」は、⾬の⽇など遊び場はよく利用されているが、テレワークセンターの利用の方は少ないので工夫を望 

む。 

政策２ 子どもの教育の充実 

施策４ 教育の質の向上 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇SDGs等に関する課題学習を取り入れた外国語教育において、令和5年度は全学校で実施することができ 

た。また、部活動指導員の増員により全中学校で運用し、地域移⾏や現場ニーズの充⾜を図った。 

〇⼩・中学校の連携強化として、各中学校でコロナ禍前と同程度の交流会を開催することができ、また、⼩・ 

中教員が相互授業参観や意⾒交換を⾏い、指導理念の共通理解が進んだ。 

〇英語、算数・数学のデジタル教科書の導入を進め、さらに学習eポータルであるまなびポケットを導入し、デジ 

タル活用による学習⽀援及び授業改善に取り組んだ。 

外
部
評
価 

B 

〇⽣徒のPC利用率は低く、授業によって使わないケースもあるとのことだが、教科書とセットになったデジタル教 

科書に、書き込みができ情報共有できることが⼤切である。 

〇宿題についてもデジタルツールを活用するなど、ICT教育をもっと進めるようお願いする。 

〇北条⾼校活性化協議会の取組としてのアフタースクールゼミは⽣徒の意欲にも関係し、利用が進んでいない 

ところがあるが、国公⽴⼤学へは20名進学という面では成果があがっている。学校では探求活動に⼒をいれ

ており、協議会でも⽀援している。 
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施策５ 教育環境の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇学校再編方針により、統合基となる学校については既存施設の統合に向けた改修を計画し、統合される学 

校については統合までの年数を考慮しながら修繕を⾏うこととし、令和5年度は、北条東⼩、宇仁⼩、加⻄

特別⽀援学校のエレベータ修繕等の学校環境改善に取り組んだ。 

〇保護者説明会を実施するとともに、保護者、中学⽣・⾼校⽣を対象にしたアンケートを実施し、タウンミーティ 

ングにおいて地域の意⾒を聞いたうえで、12月に⼩中学校の再編方針を発表した。また、1月に地域別説

明会を開催した。  

外
部
評
価 

B 

〇学校再編の方針について前年度から変更されており、KPIで設定している「改修工事の完了棟数」におい 

て、令和6年度以降の目標値としている棟数について⾒直しが必要ではないか。 

〇統合される学校であっても安全確保のため、⽀障のないように必要な改修は計画的に実施をお願いする。 

 

施策６ 地域で子どもを守り、育てる仕組みの充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇⼦どもを守り育てる仕組みづくりとして、令和5年度は、北条中と加⻄中に校内フリースクールを⽴ち上げ、不 

登校⽣の⽀援の充実を図った。不登校児童数は増加傾向にあり、いじめや不登校の早期発⾒・早期対応

に努め、適切な⽀援を⾏うことが必要である。 

〇コロナ5類移⾏により、参加者を限定することなくオープンスクール・学校評議員会（学校運営協議会）を 

開催し、土曜学習チャレンジにおいても６⼩学校区すべてで計画することができたことで、より地域との連携

強化を図り、特⾊ある学校づくりを推進することができた。 

外
部
評
価 

A 

〇コロナで地域とのつながりが希薄になったところがあるので、修復をお願いする。 

〇学校評議会は全国的に学校運営協議員会となり地域の方の意⾒をもっと反映していくことになるが、実現 

には学校のポリシーが⼤切になってくると考える。 

〇統合泉⼩学校の学校再編で成功事例を作り、賀茂・下⾥など他への拡⼤を図っていくモデルにしていく方針 

であるが、次第に地域の気持ちも変わっていく面があると思われる。 
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政策３ 生涯にわたって学び、楽しめる環境づくり 

施策７ 生涯学習の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇公⺠館活動における市⺠教養講座では、デジタルディバイドの解消を目的に、従来から開講しているスマー 

トフォン講座に加えパソコン教室を開催した。公⺠館が市⺠の”居場所”そして”学びのプラットフォーム”となっ

ていくための取組みとして公⺠館講座ドラフト会議と題し、講座の企画を市⺠から募集した。 

〇スマート図書館の普及活動として、コロナ5類移⾏後はイベントの参加定員数を増加させた。また、電⼦図 

書館サービスの普及を目的に公⺠館等において電⼦図書館説明体験会を開催し、電⼦図書館など新し

い図書館サービスを活用して図書館の活性化を図る。 

外
部
評
価 

B 

〇公⺠館講座ドラフト会議による新たなプログラムの開発に期待する。 

〇若い世代・⼦育て世代は公⺠館の使用について、わからない方が多いと思われるので、新規利用層の開拓 

が必要である。 

〇スマート図書館の普及活動として、様々なイベント・講座開催など工夫されていて評価できるが、図書館に

⾏かなくても情報が入⼿できる時代となっているので、図書館の魅⼒の発信が⼤事であると考える。 

〇他市町からの利用も増えているようだが、利用の拡⼤の努⼒をさらに望む。 

施策８ 芸術・スポーツの振興 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇芸術・スポーツの振興活動として、アスリートによるスポーツ教室、芸術文化に触れる機会としての文化祭・街

角コンサート等を開催した。また、加⻄南多目的広場グラウンド修繕、加⻄テニスコート照明交換等の改修

を⾏い、利用者の利便性向上を図るとともに、総合計画に位置づけている総合体育館の整備について庁内

で検討を⾏った。 

〇播磨風土記事業におけるこども狂言塾は、新規入塾者が11名あり、また、市内外イベントに４回出演した 

ほか、3月16⽇に最終公演開催では700⼈の参加となり、加⻄能は５月４⽇に開催し１部・２部で延べ

1,150⼈の参加となった。風土記講座は本講座3回開催し、毎回100⼈を超える受講があった。なお、当

事業は令和6年度より事業⾒直しにより中⽌となる。 

外
部
評
価 

B 

〇スポーツ少年団の団員数は増えてきており、プロの指導や⼤会開催などの機会を増やしてほしい。総合体育 

館ができると市外の⼈とも交流できる⼤きなイベントも可能になるので早期の実現を望む。 

〇文化・スポーツ活動の参加者数の減は、スポーツ施設の改修工事の影響を受けたものである。 

〇こども狂言塾などの播磨風土記事業は終了したが、令和6年度からは公⺠館活動の⼀環のなかで承継して 

いくこととしている。 
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施策９ 健康増進の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇運動ポイント事業参加者は年々増加傾向にあり、本年度は「QRスタンプラリー」イベントを新たに実施すると 

ともに、体組成計を新たに2台設置しすることで、事業拡充による外出と運動機会の増加を図った。 

〇第３期国保特定健康診査等実施計画の最終年度であったが、目標としていた特定健診受診率には届か 

ない状況であり、引き続き受診率向上を目指した事業を実施する必要がある。 

〇⾷育に関する講演会の開催がなかったことからセミナーの参加者数が昨年度より減少したが、栄養教諭等を 

対象にした各種セミナーに積極的に参加することで、⾷育推進に必要な知識と技術の習得に努めた。 

外
部
評
価 

B 

〇運動ポイントは⾼齢者層には極めて好評だが、60歳以上でも働く⼈が増えていくなか、新たな取組の工夫 

が必要である。 

〇シニアクラブの協⼒も得てまちづくり健診受診率の向上に努めているが、今後は普段の通院時の検査データ 

を広く活用していくことが考えらえる。 

〇⾷べ物の好き嫌いがある⼦どもに対しては、学校給⾷を通じた⾷育により改善させていくことは⼤切な取組み 

であり評価する。 

 

政策４ くらしを⽀える福祉・医療の充実 

施策 10 高齢者福祉の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇ICTを活用した認知症⾒守りサービスについては、令和５年度までに目標としていた170箇所に設置を完了した。 

BLEタグの周知にも⼒を入れている。今後はアプリの登録を広報等で周知普及を進める。また、令和5年度より、

補聴器購入補助を実施し、⾼齢者の⽣活の質向上を図った。 

〇シルバー⼈材センターは⾼齢者就業確保措置の影響もあり会員数は年々減少傾向ではある。また、きずなカフェ 

やいきいき体操を⾏うグループについては、コロナ５類移⾏により増加し、目標値を上回る結果となった。今後とも

さらなる活動促進を目指す。 

外
部
評
価 

B 

〇⾒守りサービスは、タグを持った⼈が170か所ある検出ポイント通過を記録する仕組みで、まだまだ周知が課題とい 

える。補聴器購入助成はニーズが⾼く評判もよい。 

〇シルバー⼈材センターの会員数は増えていないが、会員は頑張っているので、これまでのイメージを払拭して、⾃分 

のスキルを活かせる場として⼀新してアピールしていく必要がある。 
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施策 11 障がい福祉・地域福祉の充実  

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇社会参加促進事業については、コロナ５類移⾏により実施団体が増加している。また、独⽴型短期入所施設整 

備事業については、調整に時間を要したため令和6年度からの実施へ繰り越しとなった。 

〇⼦ども⾷堂の補助額を増額し、利用者を拡⼤し続けることができている。また、代表者に対して他事業・⽀援の説

明を⾏い、連携強化が図れた。 

外
部
評
価 

B 

〇独⽴型短期入所施設は、市内初めての障がい者向けショートステイ型の施設であり、地元調整のために延びて令 

和6年度になるのはやむを得ない。 

〇⼦ども⾷堂は7か所まで増えているが、貧困の格差が広がっているなか、さらに開催回数を増加していくことが課題と 

いえる。 

 

施策 12 保健・医療体制の確保 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇新病院建設に向けて、現地建替えの計画が移転建設に方針が変更されたため、改めて12月より「新病院 

に係る基本構想・基本計画検討委員会」を⽴ち上げ、新病院の方針や医療提供体制などについて議論を

⾏った。 

〇市⺠の健康課題等を共有し、健診や予防接種について検討したことで、予定通り保健事業を実施すること 

ができたほか、市⺠が安心して医療を受けられるよう、医師会等との連携により休⽇・年末年始の診療体制

を整えた。 

〇医療費助成が精神障がい者保健福祉⼿帳３級取得者まで拡⼤したことが定着してきており、今後も経済 

負担の軽減や適切に医療を受けられる体制を確保するために継続して事業を実施していく。 

外
部
評
価 

B 

〇新病院は令和12年度の開院に向け場所は決まり、130億円をかけ3F建て耐震建物の13科想定で産婦 

⼈科・⼩児科は含まないものとのことだが、用地は学校統廃合跡地活用も検討すべきだったと感じる。 

〇救急病院が引き続き近くにあることは心強く、ありがたいことである。 

〇病院の利用者は市内からが70%程度だが、紹介率が低くなった⼀因として、コロナ患者の方は紹介なしで 

直接病院に来られることが多いためである。 
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政策５ 農業の再生と活性化 

施策 13  農業従事者の確保と育成 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇農産物の連携・加工品開発については、空がつなぐまち・ひとづくり推進協議会の各市町が有する農業資源 

と加工のマッチングで商品開発を目指す「農産物を通じた連携事業」において資源調査を⾏った。農業の後

継者育成をテーマに加⻄農業塾を開催した。 

〇新たに認定した新規就農者は4名（ぶどう、野菜、⾁用⽜等）となり、国の経営開始資⾦制度及び経営 

発展⽀援、並びに、市の新規就農⽀援等により、就農促進を図った。⼥性の農業参画については今後も

効果的な取り組みを検討する。 

外
部
評
価 

B 

〇農産物の連携・加工品開発については、国庫補助事業がメインとなっており、⽣産者のための事業になって 

いるように思えない。現場の農業者等の意⾒を聞きながら施策検討をしてもらいたい。 

〇ぶどう等の加⻄ブランド商品の⾒せ方をについて、お土産として買いたくなるような共通のロゴやラッピング等で 

⾒栄えを工夫してみてはどうか。ものがよくても、⾒せ方が悪ければ価値が下がるので、商品を売り出す時に

ひと工夫をお願いする。 

施策 14 農業経営の⽀援 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇特産品⽣産振興や集落営農組織の資質向上のため、３組織に⽀援を⾏った。また、特産の加⻄ぶどうの 

産地維持のため棚の新設改修や、⼤粒系品種への改植推進のため苗⽊購入補助を⾏った。加⻄ゴール

デンベリーAの維持及び、ブラックビートやBKシードレスなどの後継ブランドの育成が課題となっている。 

〇地産地消の推進を図るため、市内産農産物を学校給⾷に提供し、年間195回のうち140回使用された。 

新たな農業者の確保や営農組合の野菜⽣産⽀援についても進めていく必要がある。 

外
部
評
価 

B 

〇農業経営の持続⽀援として、面積の⼩さい農地に機械があっても非効率であるため、農地を集約した農業 

者の機械導入費には補助率を上げることを検討してみてはどうか。 

〇市外からも加⻄市の農産物を買いにきてもらえるよう、イチオシの農産物だけを集めた販売所の設置など、売 

り方のブランディングをしてもらいたい。 

〇地元農産物ブランドを育てるためには今ある資源で何か⼀つ幹となる農産物をつくり、その知名度を⾼めてか

ら他の物も派⽣させてブランド化させてみてはどうか。 
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施策 15 農業環境の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇スマート農業の推進として、いちご⽣産者へ、ひょうご施設園芸産地競争⼒強化対策事業の助成制度の利 

用を⽀援し、また、営農組合が、担い⼿育成施設整備⽀援制度により水⽥の水管理システムを導入され

たほか、農業経営スマート化促進事業を活用してICT技術の導入が進んだ。 

〇有害鳥獣対策の推進として、市内全域に広がるイノシシやシカ、アライグマ等の駆除を⾏いつつ、被害軽減

に向けて⾦網柵や電気柵等を設置する事業を⾏ったほか、スクミリンゴガイ対策として、薬剤の補助を実施し

た。 

外
部
評
価 

B 
〇有機栽培による農産物は環境面でも配慮されており、安全性も⾼いことから広く周知いただき、それが加⻄ 

市の特⾊となってほしい。また、サービスエリアでも加⻄産の農産物が売れるようなPRをお願いする。 

 

政策６ 商工業の振興と新展開 

施策 16 商工業の振興 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇地域通貨「ねっぴ〜Pay」を活用したキャンペーンを実施することで、物価⾼による消費者負担軽減を図り、 

地域経済の活性化を促進する。地域通貨加盟店登録事業所数が増加しており、今後、継続して利用⾦

額の増加を目指す。その他、商工業のデジタル化、デジタル決済の普及を目指した取組みや、省エネ・創エ

ネなどの設備投資の加速を⽀援した。 

〇産業振興課と都市計画課との連携により北条町東南へ宿泊施設「HOTEL R9 The Yard 加⻄」の誘 

致に成功した。引き続き、商業施設・宿泊施設誘致を積極的に実施する。 

外
部
評
価 

A 

〇地域通貨「ねっぴ〜Pay」による消費喚起とキャッシュレス決済普及をされているが、電波が届きにくい地域が 

あるため、デジタル化を進めるなら社会基盤から整えるべきである。 

〇地域通貨「ねっぴ〜Pay」については、チャージできる店が限られていたり、現⾦チャージのみだったりすると、若 

い世代は使わない。店側もチャージした現⾦を商工会議所に持っていく⼿間がかかるため、そういった負担を

補うことでチャージできる店の増加を図ってはどうか。他の決済アプリに⽐べて店側の⼿数料が低いのはメリット

である。 

〇ホテル誘致については、企業から市に打診があった際の対応が良かったので誘致に成功したと考えられる。ビ 

ジネスでの宿泊が多いことから、ホテル周辺に飲⾷店の誘致を進めてもらいたい。 
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施策 17 創業⽀援と働く場の拡大 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇かさい創業塾やビジネスグランプリなど起業施策を通じて機運が⾼まり、補助制度への関心が⾼まっており、 

起業者が使いやすい制度としていく。また、ビジネスプランコンテストは、参加者同⼠でコミュニティ形成され交

流が進んでいる 

〇加⻄インター産業団地の整備の進捗として、1期事業については、1-2工区進出企業のリスパック㈱新工場 

の建築工事が完了した。2期事業について、官⺠連携事業として事業協⼒者を1社選定し、官⺠連携協

定を締結した。 

外
部
評
価 

A 

〇ビジネスプランコンテストについて令和5年度の申込が28件となっており、事業開始以来、継続して実施でき 

ており、創業者数は前年度より減ったものの目標値を上回っており評価する。 

〇創業に向けた取り組みや、雇用創出の目標に対して、産業団地の整備が貢献しているウエイトが⼤きく、 

「規制緩和による事業所建築可能用地の拡⼤面積」の進捗が目標値より進んでいる状況にあることも評価

に値する。 

 

施策 18 雇用・勤労者福祉の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇兵庫労働局との雇用対策協定のもと、求職者の就職⽀援に取り組んでいる。市内外事業所16社の協⼒

のもと北条⾼校で「地元企業の魅⼒を学ぶ会」を実施した。また、昨年度から再開した⼩学⽣向けの産業

観光ツアーを継続実施した。 

〇JOBフェアを2回のほか、オンライン企業説明会を開催し、企業の採用活動を⽀援したほか、毎月の就職⽀ 

援セミナーで、求職者の活動を⽀援した。 

外
部
評
価 

B 

〇北条⾼校からの就職率が低い状況であるが、これまで実施している⾼校⽣向けに企業説明だけではなく、都

市部の⼤学や、北条⾼校卒の⼤学⽣に対し説明会を実施してはどうか。 

〇加⻄市には優良企業が多いがそれを知らない⼈が多いので、積極的に情報発信していただきたい。 
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政策７ 地域資源の活用と人の流れの創出 

施策 19 歴史・⽂化の再発⾒と交流拡大 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇歴史文化遺産を活かす取組を⾏う団体への補助を⾏い、９団体が地域文化財の修理等の実施を通じて 

公開や周知活動に取り組んだほか、地域に伝わる⺠謡の演奏会や天然記念物の講演会開催を通じて伝

統芸能の伝承等にも取り組んだ。 

〇地域資源を活用した観光振興として、鶉野フィールドミュージアム歴史遺跡のデジタル保存・コンテンツ化、

2Dメタバース構築、鶉野フィールドミュージアムへの看板設置工事等を⾏ったほか、来場者の安全性の確保

のために、鶉野⾶⾏場跡地に現存する戦争遺跡について、構造物の健全性評価を実施した。 

外
部
評
価 

B 

〇soraかさいの物販が好調であることから、紫電改の絵柄を載せるなどしたお土産袋やエコバッグのようなものを 

販売して、お土産に特⾊を持たせてはどうか。 

〇市街地の飲⾷店は、水曜⽇が定休⽇のお店が多く、ホテルなどの宿泊客が、飲⾷やお土産を買えるお店が 

あれば賑わい創出ができると考える。 

施策 20 移住・定住の⽀援 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇移住・定住の⽀援として、UJIターン促進補助⾦、若者定住促進住宅補助事業、新婚世帯向け家賃補 

助事業等を実施した。新婚世帯向け家賃補助事業は、令和5年度より所得基準を撤廃し、全ての新婚

世帯を対象としたことにより、申請数が前年度⽐1.8倍となり、⼤きく目標を上回った。加⻄市への移住・定

住の入⼝となる制度として、政策課、ふるさと振興課が連携しPRを⾏った。 

〇移住相談施策の強化を図るため、移住相談業務の委託業者と連携し、移住相談やワークショップ等を開催 

し、移住者や関係⼈⼝の増加につなぐことができた。また、市内の空き家を活用し、お試し居住・地域交流

カフェなど複合的な機能を有した施設を2施設設置した。 

外
部
評
価 

C 

〇UJIターン促進補助⾦については、移住・定住者⽀援を目的とするのであれば対象者の所得上限を撤廃す 

るべきである。奨学⾦を借りられない⼈もおり、加⻄に帰ってくる全若者への補助する施策を提案する。 

〇昼間⼈⼝の多い加⻄市としては、市外からの通勤者を加⻄市に移住していただくことが重要であり、新婚 

世帯家賃補助⾦の補助額を拡充させてはどうか。 

〇移住定住相談においては、相談、移住、定住のそれぞれの数値の把握と定住に結びつかなかった際の理由 

を調査・分析して、対策を検討するようお願いする。 

〇若者チャレンジ事業については、2年続けて助成実績が1件のみであり事業廃⽌も含めて⾒直すべきである。 
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施策 21 空き家・空き店舗の利活用 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇空き家バンク制度の情報発信を積極的に実施し、その結果、新規登録数は目標を⼤幅に超えた状態を維 

持している。また、市内全域の空き家の件数及び分布状況等を把握することを目的として調査を実施した。 

〇空き家バンクの成約数は令和4年度に⽐べ減少したものの、家財道具等処分⽀お援補助事業は増加して 

おり、空き家の利活用及び移住促進につなげることができた。 

外
部
評
価 

B 

〇市街化調整区域にある空き家でも⽐較的新しい建物であれば、そのまま居住できるが、現在の制度では、

昭和46年以降に建設された物件に、地縁者以外の居住ができないため、都市計画の⾒直し（線引き廃

⽌）により、空き家の利活用や移住促進に期待する。 

〇移住相談件数が増えてきているが、相談件数に⽐べてお試し滞在の件数が少ない。もっと気軽に利用でき 

るようPRをお願いする。 

 

政策８ 安全・安心に暮らせる環境の充実 

施策 22 防災・感染症対策の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇防災情報を中心に、市の情報、地域の情報を伝達する情報伝達システム「かさいライフナビ」等を整備し、 

防災ネットとも連携するシステムを構築した。今後、情報伝達システムの導入促進に取り組む。また、⾃主

防災訓練補助の件数が23件と前年度と⽐較して⼤幅に増加した。 

〇5月8⽇にコロナ5類移⾏となったが、9月28⽇まで市⽴加⻄病院の東４病棟に病床を確保して加東健康 

福祉事務所と連携して患者を受け入れた。また、コロナワクチン接種体制については、集団接種は実施せず

個別接種により実施し、5類移⾏の予防接種体制が概ね整った。 

外
部
評
価 

B 

〇防災対策の充実を図るため、防災無線の整備、かさいライフナビの準備も含めて体制をつくり、防災システム 

を⽴ち上げた点は⼀定評価できる。 

〇施策目標に掲げる防災リーダーの育成に関する事業がない。昨今の⾃然災害等の状況からも重要な施策

であることから、しっかり予算を確保して事業を実施してもらいたい。 
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施策 23 防犯・交通安全の向上 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇防犯灯については、令和5年度に421灯を設置するとともに、電柱のない市道繁昌谷郷線に新たに14基 

設置工事を実施した。防犯カメラ設置については、地元⾃治会からの要望で12基分の補助を実施するとと

もに、市内交差点に設置する防犯カメラについては2基設置した。防犯灯、防犯カメラのいずれも経年劣化

が危惧されるため保守管理が課題となる。なお、環境課で、不法投棄対策として、移動式防犯カメラを購

入し区⻑の要望に応じてゴミステーション等に設置を⾏った。 

〇交通安全の推進するため、加⻄市内の中学⽣891名を対象に⾃転⾞保険加入事業を実施するとともに、 

市内企業、⾼齢者団体、こども園、⼩中学校において交通安全教室を実施した。通学路危険箇所の点

検及び、交通安全啓発看板の設置を⾏った。 

外
部
評
価 

B 

〇交通安全の推進では、⾼校⽣や外国⼈に対しても⼒を入れて取組を実施してもらいたい。特に⾃転⾞のマ 

ナーが悪い。2026年には⾃転⾞の交通違反に対する反則⾦制度も始まる。市の取組として早めに、啓発

活動を実施してもらいたい。 

 

施策 24 市⺠相談・消費者保護の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇市⺠相談では、市⺠からの多種多様な相談を受けている。月1回の弁護⼠相談も実施しているが、毎回予 

約枠が埋まっており、予約枠の追加等の検討が必要である。 

〇消費者相談では、公⺠館と連携することで消費⽣活センターの周知に努めた。相談件数は、年々減少して 

  おり、近隣市町でも同じような傾向が出ており、インターネットの普及などによる⾃⼰解決⼒の向上も考えら 

れる。今後、啓発方法や消費者講座の内容に関する検討を続け、消費者へ働きかけに努める。 

外
部
評
価 

B 

〇消費⽣活相談の件数が少ないが、特殊詐欺など⼿⼝が複雑化してきているので、きめ細やかな相談体制の 

構築を望む。 

〇近年はスマートフォンに起因する被害が増えてきている。特に⾼齢者においては、スマホ教室の開催に合わせ

て啓発活動を実施するなど、市⺠がきちんと理解できる指導を期待する。 
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政策９ 快適な都市空間の創出 

施策 25 住環境の整備 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇⻄⾼室土地区画整理事業はR2年度の事業完了後も、順調に宅地化が進んでいるほか、中野・下宮⽊ 

地区では、区画道路7号線の工事が完了し、また、上宮⽊町で計画されている次世代型スマートエコタウン

整備事業に合わせて実施する、市道上宮⽊鶉野線の拡幅工事の測量設計に着⼿した。 

〇景観形成地区内における建築⾏為について、景観ガイドラインで定められた景観形成基準への適応に向け 

た指導、相談を⾏った。また、前年度に舗装修繕を⾏った箇所について、１年程度通常使用してから⽯畳

風舗装を⾏わなければならなかったため、令和５年度は事業を休⽌したことより、事業進捗が遅れた。 

外
部
評
価 

B 
〇住環境整備について、計画的に開発された住宅地に新しく⼈が入ってくるという点では、実⾏した施策の効 

果があったと言えるが、郊外の集落に留まる⼈が減るというのは寂しいことである。 

施策 26 地球に優しい環境都市の創造 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇脱炭素を推進するため、蓄電池及び電気⾃動⾞等に対する補助を実施するとともに、⺠⽣部門の電⼒消 

費に伴うCO2排出の実質ゼロを目指し、先⾏地域内の既存住宅に対する脱炭素化補助を実施した。ま

た、地球温暖化対策等計画策定事業では、国の計画における目標値との整合を図った。 

〇各学校の環境学習の内容が学校の特⾊として定着し、さらによりよい学習になるよう取り組んだ。また、市内 

の全⼩学校の児童が網引湿原を訪れ、希少水⽣動植物の⽣態にふれ、さらに、⼩・中学校ともに学校内

や地域でのゴミ拾いや掃除等を通して、環境を守り育てる活動に参画した。今後も児童⽣徒が探究心をも

って⾃分たちで課題を解決していく環境体験学習を推進する。 

外
部
評
価 

B 
〇⾃然環境づくりを推進する上で、SDGsの環境面からのアセスメントは課題や方向性を明確にし、将来の地 

球の健全性を守るために重要である。 
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政策 10 安全性と利便性が確保された都市基盤の整備 

施策 27 道路・河川の整備・維持管理 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

A 

〇市道の新設改良、通学路整備、草刈り補助を実施した。地元からの修繕要望に対応するため、年度途中 

に増額補正により予算措置したことにより、前年度費で⼤幅に事業費が増加している。今後、優先順位を

明確にし計画的に市道の⽼朽化改善に取り組むとともに、⼈員の確保を図っていく。 

〇丸⼭公園内のローラー滑り台のローラー交換、ローラー滑り台の⽊製階段の改修など、遊具の安全性向上 

を図った。また、公園内の樹⽊の伐採、景観や安全のための整備を⾏い、公園施設の安全管理に努めた。 

外
部
評
価 

B 

〇道路・河川の整備・維持管理における、KPIの達成度は低いが、⼈員の問題がある中、道路修繕など予算 

を計画的に実⾏している。 

〇朝妻公園や常吉ふれあい公園など、都市公園でも樹⽊が伸びているなど剪定が不⼗分なところが散⾒され

る。⾼齢化により地域での作業も難しいため、⼀般公園も含め適切に予算を執⾏し整備していただきたい。 

〇公園遊具が古くなっているところがあり、危険に感じる。 

施策 28 上下水道の整備・維持管理 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇市川町からの受水が令和７年度末で終了し、より安価な県水に全面的に切り替わりるため、令和８年度 

以降は低減される⾒込みである。 

〇水道管路の耐震管への更新事業については、寺⼭配水池幹線(第1工区)における配水管布設工事を実 

施した。下水統廃合事業については、在⽥地区南部処理施設の廃⽌工事及び剣坂地区公共下水道接

続工事を実施した。  

外
部
評
価 

B 
〇1,100⼾の未水洗家屋の水洗化をもっと促進してもらいたいが、個⼈の事情も⼗分に考慮した上で、順次 

計画に合せて事業を実施している点は評価できる。 
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施策 29 公共交通の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

A 

〇公共交通の利便性向上を図るため、商業施設や病院などの主要な施設にデジタルサイネージを設置すると 

ともに、「かさいおでかけナビ」のデジタル化及び経路検索機能の追加に向けた公共交通総合HPの開発を

開始した。 

〇北条鉄道の利用促進について、通勤定期券の利用者増加を目指し、地域通貨「ねっぴ〜Pay」を用いた 

通勤定期券購入特典キャンペーンを展開し、新規定期購入者の増加を促進した。 

〇地域主体型交通について、宇仁、⽇吉地区に加え、令和５年7月から富⽥地区の運⾏を開始した。また、 

地域主体型交通導入に係る⼿引きの時点更新を⾏ったほか、「運営の⼿引き」を新たに作成した。 

外
部
評
価 

A 

〇少⼦⾼齢化に伴う⼈⼝減少社会で、今後は北条鉄道の定期利用者は減少するものと考えられる。昨今の 

利用者数の増加は観光利用による要因が⼤きいことから、観光交通としての施策も必要ではないか。 

〇公共交通の問題は加⻄市にとって最⼤の課題であると思料される。令和4年度に策定した「地域公共交通 

計画」を広く市⺠に周知し、将来ビジョンを共有するとともに、市⺠に当事者意識をもってもらうべきである。 

〇⾼齢者の移動の問題などあるが、加⻄市が何を目指して施策を実施しているのかがわかりにくい。 

〇バス停での経費の⾒える化など、公共交通にどれだけの費用が必要か市⺠に知ってもらい、意識してもらうこ 

とも重要である。 

〇施策の実⾏度としては目標に向かって適切に実施できている。 

政策 11 協創のまちづくりの推進 

施策 30 協創のまちづくり 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇 「加⻄市地域づくり戦略会議」において、ふるさと創造会議の現状と課題の検証や、新規⼈材の発掘・参 

画（特に⼥性）、今後に向けた市の推進方策等について計２回の会議を⾏った。集落⽀援員について、

当初の目標から進捗が遅れ、昨年度に引き続き２地区設置を維持した。 

〇中間⽀援組織である「⼀般社団法⼈ユニテ」に委託して、ワンストップ移住相談窓⼝による移住相談を実 

施しているほか、都市部住⺠や、市内で活躍する住⺠との交流を目的にしたワークショップも開催し、移住

⼈⼝や関係⼈⼝の増加を図った。 

外
部
評
価 

B 

〇加⻄市には地域活動家が多いと聞くが地域交流センターを活用していない⼈もいる。市内の活動家をさらに 

増やしたいのであれば、⽀援の方法を変えていくか、交流センターを使うことのメリットを⾒直す必要があるので

はないか。 

〇中間⽀援組織による相談件数の実績はわかるが、実際に移住に繋がった件数が⾒えない。事業費に対す 

る成果を示してもらいたい。 

〇ワークショップや交流会が質的に充実してきているのであれば引き続き取組を進めてもらいたい。 

〇⼈⼝を増やす、定住者を増やすなどの魅⼒あるまちづくりを進める中で、事業を外部にアウトソーシングするこ

とに対して市の怠慢を感じる。任せっきりにするのではなく、市が管理監督をし、さらに発展させることを考える

べきである。 
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施策 31 シティプロモーションの推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇令和5年度は、気球⾞や市内運送会社への市PRラッピングに対し補助を⾏った。市⺠が⾏政と⼀緒にシテ 

ィプロモーションを実施することで、より⼤きな効果が期待できるため、今後も積極的に活用を⾏っていく。  

〇ふるさと納税推進において、地場産品基準の厳格化など制度改正により苦戦を強いられたが、返礼品ライン 

ナップの増、ポータルサイトの画像改修、ライブコマース等を実施し、寄付⾦額を概ね維持（約60億円）す

ることができた。 

〇 「かさい観光ナビ」でイベント情報やふーど記、喝采みやげの情報発信を⾏ったほか、加⻄市観光協会公式 

LINEを使用してイベント募集を実施した。また、まちあそびの充実により参加者が増加した。 

外
部
評
価 

B 

〇シティプロモーションは重要な施策であるため、⼈や⾦といった資源をもっと投資すべきである。 

〇出張相談会は、東京・⼤阪以外で神⼾でも毎月開催されている。加⻄市に移住を考えている⼈は阪神間 

の⼈が多いと感じているので神⼾にもっと⼒を入れるべきではないか。 

〇移住の出張相談こそアウトソーシングでプロに任せるべきであり、ふるさと納税事務の外部委託は意味がない 

ことである。 

〇SNSのフォロワー数は周りも相対的に増えている状況の中で、加⻄市が他と⽐べてどの程度伸びているのか 

の分析が必要ではないか。 

 

施策 32 広報・広聴の充実 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

A 

〇市内の⾏事や季節に合わせた写真を表紙に掲載し、地域に密着した伝統⾏事の魅⼒を伝える企画を新 

設するなど、広報紙のリニューアルを実施した。令和5年度県広報コンクールの広報誌部門で企画賞を獲得

した。HPやSNS発信については、情報発信⼒の強化とともに、ホームページの品質向上に努める。 

〇市内10箇所で年2回にわたり開催したタウンミーティングにおいて、地域の要望や課題を集約した。また、学

校編成におけるアンケート調査の結果報告を⾏った。 

外
部
評
価 

B 

〇「市⻑への⼿紙」は個別の回答だけでは市⺠はどういった意⾒が出され、それに対して市⻑がどう返答したの 

かわからない。プライバシーに配慮しながらもある程度は公開しなければ他の⼈への普及活動にはならない。 

〇タウンミーティングは回数を増やしてやっているというが、目的は地域との対話による意⾒交換の場であるので、 

現在の市の施策を単にお知らせするような形は本来の目的と異なり、機能しているとは言えない。 

  

35



 

政策 12 お互いを認め、尊重し合える社会の充実 

施策 33 自分らしく暮らせる地域づくりの推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇⼈権文化をすすめる市⺠のつどいでは95％の参加者が「⼈権問題への関心や理解が深まった」と回答して 

おり、⼈権意識の醸成を図れた。 

〇DVセンター、⼦ども家庭総合⽀援拠点において⼈員確保を⾏ったが、⽗⼦⾃⽴⽀援員が⽋員中のため１ 

名が兼務している。専門職が相談⽀援を⾏っているが、安定的な確保、育成が課題である。 

〇基幹相談⽀援センターに障害者⽀援にかかる相談業務を委託している。相談件数は減少傾向にあるが、 

困難ケースの相談が多く、⾏政及び関係各所と連携して⽀援していく必要がある。 

外
部
評
価 

B 

〇⼈権研修の参加者数は目標を下回っているものの、参加者の理解度については⾼いものであったと考えられ 

る。 

〇障がい者の⽀援のための相談件数は減少しているが、相談体制を改善したことによるもの。 

施策 34 男⼥共同参画の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇３年目の⼥性リーダー養成「ウィメンズネット加⻄塾」開催したほか、「加⻄未来フォーラム」では、市内で起 

業の⼥性たちによるパネルトークを開催した。また、令和5年度より、⾃治会役員⼥性登用助成⾦制度を

創設し、⼥性役員登用を推進した。 

〇兵庫労働局との雇用対策協定のもと、求職者の就職⽀援に取組むほか、⼥性向けの就労セミナーを開催 

し、就労促進に取り組んだ。 

外
部
評
価 

B 

〇⼥性リーダー育成事業は、⾃治会役員の登用などの面ではよく進んだと感じている。 

〇セミナー参加者の減少は、企業の就職状況が好転したこともあり、⼥性セミナーの参加者が10⼈に対し3⼈ 

だったことによるが、さらに周知が求められる。 

〇加⻄市の特徴として製造業が多いため、⼥性にとって事務職の求⼈は極めて少ないので⼤きな課題である。 
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施策 35 多⽂化共生と平和のまちの実現 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇ねひめカレッジと連携して、⽇本語教室、⽀援者育成、外国⼈児童の学習サポート、外国⼈のためのタウン 

ミーティングの実施などの多文化共⽣事業や国際交流イベントなどを⾏い、住⺠交流事業参加者数が585

⼈にのぼった。また北条⾼校でやさしい⽇本語教室を実施した。 

〇加⻄市地域活性化拠点施設「soraかさい」では、⾃主事業としてマルシェ、講演会、ナイトミュージアム等の 

イベントが実施されたほか、soraかさいと法華⼝駅間でのピースツーリズムを実施した。その他、体験談の記

録、LINE観光パスポートの運用業務を⾏った。 

外
部
評
価 

B 

〇外国⼈の住⺠登録は1,628⼈となっているが、うち5年在住の可能性がある研修⽣は928⼈となっている。 

〇市役所窓⼝や店舗の現場では、周りの言葉が通じる⼈の協⼒のほか、スマホ翻訳に頼ることが多く、⼩学校 

でも対応に追われており、⽇本語の習得に⼒をいれることが望まれる。 

〇来年度は、戦後80年の節目を迎えるので、平和のまち実現に向けて積極的な対応をお願いしたい。 

 

政策 13 効率的で持続可能な⾏財政の推進 

施策 36 ⾏財政運営の効率化 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

B 

〇広域への研修参加⼈数は、目標値を上回ったものの昨年度より減少した。今後、対面式の研修に加え、

⾃席でいつでも受講することが可能なオンライン研修の参加促進に取り組み、研修の参加者の増加を図る。 

〇住⺠要望に応えるため道路修繕費を増額し、⼤型建設事業に備えた基⾦積⽴等の歳出があったが、安定 

した市税・地方交付税と、ふるさと納税の受入れが約60億円で維持できたこと等により、基⾦残⾼を確保

することができた。 

〇コロナ禍で中⽌していた臨⼾訪問を現年分の滞納者を中心に再開するとともに、悪質な滞納者への差押も 

昨年を上回る数を実施し、税の公平を保つための徴収体制の強化に努めた。  

外
部
評
価 

B 

〇窓⼝のある部署は、研修を受け難い状況にあるが、市⺠サービス向上のためにも、これまでに受講できていな 

い職員に対しても受講できるよう体制を整えていただきたい。 

〇空き家が増えると固定資産税の滞納が増えることから、その対策の検討をお願いする。 

〇庁舎増築事業が進んでいるが、その必要性について市⺠にも分かるような説明を望む。 
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施策 37 ICT の利活用の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

C 

〇公文書管理システムの継続運用及び文書のデータ管理への移⾏を推進したことにより、コピー使用枚数は 

減少傾向にある。また、議会資料については、引き続きペーパーレス化を推進し、議員に対しては、原則デ

ータにより資料提供を⾏っているが、⼀部は紙資料と併用している。議員へのタブレット端末導入から１年が

経過したが、習熟度に差があるため、引き続きフォローしていく。 

〇令和5年3月より住⺠票等のコンビニ交付が開始しており、令和5年度は通年で3,475枚の発⾏数となっ 

た。今後、マイナンバーカードの普及によりコンビニ交付の利用促進を図る。 

外
部
評
価 

C 

〇新たに「AI議事録の利用回数」をKPIとして設定しているが、全庁的に議事録をとっている件数に対してこの 

目標値が妥当であるのか、また、業務改善に繋がるのか疑問が残る。 

〇⾏政事務の電⼦化を進めているなか、議会資料について紙資料との併用は非効率である。 

〇窓⼝で記入させている申請書は全てホームページに載せて、課ごとではなく申請書だけをまとめたページ作成 

を望む。 

〇印鑑証明書は、住⺠票とセットで取得することがあるが、現状、LINE申請での印鑑証明書の取得ができな 

いので改善をお願いする。 

 

施策 38 広域連携と公⺠連携の推進 

区分 評価 内容 

内
部
評
価 

A 

〇北播磨広域定住⾃⽴圏では、令和6年度の次期共⽣ビジョン策定にあたり６つの新規事業を提案し検討 

を進める。 

〇加⻄市のSDGｓ推進に協⼒していただく企業・団体に対し、「SDGｓパートナー登録制度」を創設し、28 

事業者の登録を⾏った。今後、登録事業者との交流及び連携推進を図りSDGsの取り組みを広げていく。 

〇令和5年度も昨年度に引き続き、神⼾⼤学⾷資源センターや県⽴播磨農業⾼校の農産物を学校給⾷へ 

提供したほか、神⼾⼤学と柿の収穫体験を実施した。 

外
部
評
価 

A 
〇企業、⼤学や広域的な⾃治体連携による取組により⼀定の成果が出ており評価する。今後も継続的に実 

施していけいるようお願いする。 
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